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農政商工観光委員会会議録 

日時 平成２２年３月８日（月） 開会時間   午前１０時０４分 

  閉会時間 午後 ４時２８分 

場所 第２委員会室 

委員出席者 委員長 鈴木 幹夫 

副委員長 安本 美紀 

委 員 大沢 軍治 望月 清賢 浅川 力三 岡  伸  

 樋口 雄一   武川 勉 深沢登志夫 

委員欠席者 なし 

説明のため出席した者 

観光部長 中楯 幸雄  観光部次長 山田 幸子 

観光企画・ブランド推進課長 八巻 哲也  観光振興課長 小林 明 

観光資源課長 塩谷 雅秀  国際交流課長 窪田 克一 

 

農政部長 笹本 英一  農政部次長 松村 孝典 

農政部技監 石川 幸三  農政部技監 西島 隆 

農政総務課長 杉山 正巳  指導検査室長 原田 育生 

農村振興課長 有賀 善太郎  果樹食品流通課長 樋川 宗雄 

農産物販売戦略室長 河野 侯光  畜産課長 白砂 勇 

花き農水産課長 深沢 和人  農業技術課長 赤池 栄夫  耕地課長 加藤 啓 

 

議題 （付託案件） 

第３６号 県営土地改良事業施行に伴う市町村負担の件 

（調査依頼案件） 

第１７号  平成２２年度山梨県一般会計予算第１条第２項歳出中農政商工観光委員会関

係のもの及び第３条債務負担行為中農政商工観光委員会関係のもの 

第２２号 平成２２年度山梨県農業改良資金特別会計予算 

       

審査の結果  付託案件については、いずれも原案のとおり可決すべきものと決定し、 

調査依頼案件については、いずれも原案のとおり賛成すべきものと決定した。 

          

審査の概要  ３月５日に引き続き、午前１０時０８分から午前１１時５８分まで観光部関

係、休憩をはさみ午後１時３２分から午後４時２８分まで（その間、午後２時

２７分から４２分まで休憩をはさんだ）農政部関係の審査を行った。 
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主な質疑等  観光部関係 

 

※第１７号  平成２２年度山梨県一般会計予算第１条第２項歳出中農政商工観光委員会関係

のもの及び第３条債務負担行為中農政商工観光委員会関係のもの 

 

質疑 

 

（委員長が所用のため、安本副委員長が委員長の職務を努めた。） 

 

（観光促進指導費について） 

岡委員  先ほど、最初に、観光部長のほうから、昨今の動態数について御説明をいた

だきました。つまり、宿泊数は、国においても減少しているけれども、本県に

おいても減少しているというお話をいただいたわけでありますけれども、それ

らの考え方、今までの経過も含めて、若干、説明をいただきたいと思います。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 国の調査は、対象が、従業員が１０人以上の宿泊施設という

ことになっております。その数ですが、山梨県では１５６カ所の宿泊施設が対

象になっております。本県全体を眺めますと、宿泊施設は、ホテル、旅館、民

宿、ペンションと含めまして、全部で１,４４４カ所でございます。ただ、山梨

県の観光動態調査というのは、まだ昨年のものがまとまっておりません。今、

一番新しいものとして、国の観光庁でやった宿泊統計調査の結果を先ほど御報

告させていただいたということでございます。 

 

岡委員  国においては、御案内のように、昭和３８年の観光基本法を全面的に改正い

たしまして、平成１９年の１月１日から施行されて観光立国として動き始めた

わけですね。そういうふうな中で、今まで、順調にといいましょうか、ある程

度、上昇過程にあったところでありますが、結果的に、御案内のように、リー

マン・ブラザーズを初めとする昨今の経済情勢の中で、減少はやむを得ないと、

一面ではそういう感じがいたしますが、国全体でも５.４％の減少ときついわけ

でありますけれども、本県におけます５.５％の減少も、観光立県をうたい、チ

ャレンジ山梨においても、あるいは昨今の知事の所信表明等々を含めても、積

極的に観光については取り組んでいきたいと言っているところでありますが、

その意気込みが、何か見えないような感じもいたすわけでありますけれども、

その辺についてお考えはいかがでしょうか。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 状況が厳しい分、一生懸命やらなきゃいけないと、当然、思

っておりまして、今後、本県の誘客の増大を図っていくためには、ＪＲや中日

本高速道路と連携したキャンペーンを積極的に実施していきたいと、まず思っ

ています。また、県の取り組みといたしましても、新たなツーリズムの取り組

みといたしまして、ＭＩＣＥ、新たな団体旅行の誘致とか予算でもお示ししま

したがジュエリーツーリズムの推進なんかもやっていきたいと。さらには、着

地型観光の事業に取り組んでいきたいと思っておりますし、富士北麓広域周遊

観光事業も、集客については大きな要素になるんじゃないかと思っております。

また、魅力ある観光地づくりということで、観光地域の経営支援事業とか観光

圏の整備事業なんかにも、一生懸命取り組んでまいりたいと思っています。ま

た、魅力あるものをつくったら、それを外に向かって一生懸命情報発信をして

いかなきゃいけないということで、イメージアップキャンペーンを実施したり、

中京、関西圏でもＰＲ活動、それから国内外でのトップセールス、さまざまな

ものに積極的に取り組んでまいりたいと考えております。 
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（職員給与費等、観光部の予算について） 

岡委員  今、観光企画・ブランド推進課の分で、項計、課計の予算の中で見ていきま

すと、人件費が余りにも多過ぎて、実際に、積極的に施策をやっていくという

姿勢が見えない感じもいたすわけでありますが、その辺について考え方は。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 人件費は現員現給で計上させていただいております。事業に

つきましては、観光懇話会とかさまざまな意見もお聞きする中で、有効なもの

を私どもで考えて提出をさせていただいております。 

 

小林観光振興課長 私どものさまざまな施策の中で、やはり、先ほど八巻課長のほうからも説明

がありましたとおり、ＪＲ東日本でありますとか中日本高速と連携した事業が

多々ございます。これにつきましては、我々職員、あるいは機構の職員と、そ

れから既定の経費を有効に使いながらやっていくということで、予算上あらわ

れないものが多々ございまして、その辺につきましても御理解をお願いしたい

と思います。 

それから、観光企画・ブランド推進課の方につきましては、主に人件費を、

私どもの課の分も含めまして計上していただいておりまして、主に、個々の事

業につきましては観光振興課等々のほうについているということで御理解をお

願いしたいと思います。 

 

岡委員  今の、人件費と言ったのは、５億５,５００万円のうち、３億６,０００万円。

今回の中で２億円ぐらいしか、観光分といいましょうか、ここらの部分だけを

見ますと感ずるわけですね。ほかのところにも、もちろん入っていますから、

それはそれなりに評価をいたしますけれども、しかし、基本のところの、例え

ば国際交流センターも含めて、ここのところに１億２,０００万円もかけている

わけでありますね。そこへさらに運営費として委託費が３,９００万円も国際交

流センターへ盛られるわけですね。そういうふうなことを含めて、何かちぐは

ぐな感じがいたすわけでありますけれども、その辺の考え方はどうでしょうか。 

 

中楯観光部長  予算につきましては、観光企画・ブランド課につきましては、基本的には内

部監査、振興事業については観光振興課のほうの予算に計上してあるというの

が実態でございます。国際観光につきましては国際交流課。こんな形になって

おりまして、先ほど小林課長のほうからも話が出ましたが、観光の予算、この

予算以外にＪＲと２年連続したキャンペーンを４月から６月にする。これはわ

ずかの金額で大きな事業でございます。これは、マスコミもいて公表は困るわ

けでございますけれども、我々のほうで印刷物程度のものでございますけれど

も、実際の宣伝効果というのは、数億円というか、億も１０億に近いほどの数

字が、積算としてはあるわけでございます。これをＪＲと一緒にやる。こうい

うことの宣伝効果というのは非常に大きいわけでございまして、これを単費で

やるというわけにはいきませんけれども、ＪＲさんが２年連続して協力をして

いただけると。非常に大きなことだと思います。 

それから、引き続いて魅力発信事業を東京でやる、それから上海でやる。こ

ういった情報発信ですね。私は、この間も予算特別委員会の説明で申し上げさ

せていただきましたけれども、魅力を国内外に情報発信する。それはいろんな

機会にいろんなお力をかりてやっていくということだと思います。 

それと、やはり受け入れ体制をどうつくっていくか、この２点が大きな取り

組みだろうと思っておりますので、ぜひよろしくお願い申し上げます。 
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岡委員   確かにＪＲを含めて、他の機関の協力をいただくということは大切なことだ

と思うわけでありますが、例えばテレビなんかを見て、あるいはドラマなんか

を見ている中で、甲信越という中では、やっぱり信越のほうがいろいろな形で

出てくる。甲のほうはなかなか出てこない。やっぱり甲州をどういうふうに、

近過ぎるといえば近過ぎるかもしれませんけれども、フィルムコミッションの

ロケやら何やらありまして、これらにつきましても、もっともっと、大変失礼

でありますが、活字離れではなくて、見るというのはまたちょっと違う感じが

いたすわけでありまして、例えば子供たちがテレビを見ていて、テレビに映る

と映らないとでは、全然、顔色が違うということにもなるわけでありまして、

フィルムコミッションなんかも、全然、金額が少ないなと思うわけであります

が、これらも含めてもっとやる気で予算づけというのはしていくんじゃないか

と感ずるんですが、その辺の考え方はどうでしょうか。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 予算は少ないかもしれませんけれども、一生懸命、効率、効

果的なことを旨として、工夫してやっていきたいと考えております。 

 

岡委員  もっと力強く、こう打っていきたいと、こうしたいと。迫力がないんじゃな

いかと思うんですけれども。いろいろ言うと申しわけないんですけれども、そ

ういうふうなことを含めて、やっぱり観光立県としてやっていくのであるなら

ば、しっかりやっていただかないと。山梨そのものでは資源がないわけであり

ますから、そういう点からするならば、この自然のすばらしさ、これを資源と

して、後ほど富士北麓だとか八ヶ岳南麓の先生方がやると思うわけであります

けれども、やっぱり基本的にはそういうふうな自然をしっかり売り込んでいく

ということが大切じゃないかと。それ以外にジュエリーだとかワインだとか、

あるいはあらゆるいろいろの果物ということになっていくんだろうと思うわけ

でありますけれども、いずれにいたしましても、基本には、やっぱり観光とい

う部分を据えていかないと、宿泊者も関係者も少なくなっていくんじゃないか

と感じております。 

 

（やまなし観光推進機構事業費補助金について） 

引き続きまして、観１０ページ、やまなし観光推進機構に１億２,４００万円

の予算づけをいたしています。これの中身をちょっとお知らせください。 

 

小林観光振興課長  やまなし観光推進事業費補助金の中身でございますけれども、これは機構に

現在行っております理事長、専務の人件費、県から派遣している職員の人件費、

それから、市町村、民間と連携して行っております、機構がさまざまな展開を

行っています事業費、それの合計でございます。 

 

岡委員   先ほども人件費の話をさせていただいたわけでありますけれども、やっぱり、

私は、大変失礼でありますけれども、国際交流課の中だと思うんですけれども、

センターの理事長さんに、今までは無償だったものが、年間５００万円でしょ

うか、６００万円でしょうか、お金を出しているわけですね。今のやまなし観

光推進機構の中の理事長さんだとか専務さんだとかに、かなりの金額が出てい

るんじゃないかと、私は感ずるわけでありますけれども、もし差し支えなかっ

たら、理事長さんが幾らで専務さんがお幾らなんでしょうか。 

 

小林観光振興課長  ２２年度の予算としてお願いした部分でございますけれども、ちょっと合計

金額しかわからないわけなんですが、今、ОＢを２名、お願いしてございまし

て、県のほうで１,２５０万円ということでございます。それから、７名の県職
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員が現在派遣されておりまして５,１００万円でございます。 

 

岡委員  これで約半数といいましょうか、１億２,４００万円からするならば半分弱と

いうことになるんですけれども、いずれにいたしましても、この機構そのもの

も、先ほど部長がおっしゃった、ＪＲを含めた各企業、あるいは団体等々の御

協力をいただくための組織かと、私は感じているわけでありますけれども、こ

の間の主立った事業について御説明いただけますか。 

 

小林観光振興課長  先ほど来、例示として出させていただいておりますけれども、春に、ＪＲ東

日本と連携いたしましてやっております、花と名水のキャンペーンも、県のほ

うも連携はしておりますが、やまなし観光推進機構のほうが事業主体としてや

っていただいております。それから、ＥＴＣの利用が休祝日１,０００円になっ

たときの、関西方面、あるいは談合坂等々で行っている高速道路サービスエリ

アへのキャンペーンも機構のほうでやっております。そういった形で、キャン

ペーン、プロモーション活動というのは、機構が主体にやっていただいており

ます。 

それから、先般も、新聞報道等されておりますけれども、タクシーのおもて

なしの事業でございますとか、女将サミットでございますとか、そういった観

光客のおもてなし、あるいは観光人材の育成、こういったような事業も行って

おります。 

それから、やまなし観光推進機構のほうでは、県のほうで構築しました「富

士の国やまなし観光ネット」、この辺の情報の更新、あるいは新たな発信、こう

いったものを活用した発信をやっていただいております。それから、富士の国

やまなし館を初めとします山梨の県産品の大きなプロモーション、販売活動、

宣伝活動、こういったものも機構のほうでやっていただいております。 

それから、機構が出て、その特徴として、第一に、全国的にもユニークな取

り組みということでやっておるのが、先生たちも御存じのとおり、着地型観光

商品の造成・販売ということでございます。これも機構のほうで、民間からの

旅行会社の職員の派遣などをいただく中で、連携してやっていくということで

ございます。 

 

岡委員  詳細に御説明いただきましてありがとうございました。いずれにいたしまし

ても、この組織あたりが中心で山梨県の観光振興ということが進むんじゃない

かと感じているわけでありますけれども、しかし、やっぱり、いまひとつ中身

がわからない部分があったんです。勉強不足で悪いんですが、そういう点があ

ったのかと、私自身感じておりますけれども、ぜひ積極的な取り組みをしてい

ただきたいと思っています。 

 

（国際観光推進費等について） 

最後になりますけれども、観１８ページ、国際観光の関係であります。これ

につきましても、今までもアイオワもありますけれども、近いところで中国、

やっぱり１３億人の中国の方々との連携強化は、今後の、まさに２１世紀、山

梨においても、あるいは国においても大切だと、私はずっと言い続けてまいっ

た経過でありますが、私は、やはり、せっかく四川省との都市提携がなされて

おりますし、ことしは２５年ということになるわけでありますけれども、そう

いうふうなことを含めて、上海へ、あるいは北京へという取り組みも、このと

ころ知事に積極的な取り組みをしていただいているわけでありますから、そう

いう点では、上海、香港、あるいは北京、次いで四川等々を含めてこれからや

っていく。そういう中で４００万円という金額はどうなのかなというふうなこ
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とを感じるわけでありますけれども、この中に情報収集等があるわけでありま

すけれども、どういうふうな形で、どのくらいのスタッフを。予算特別委員会

でやろうと思いながらも。ちょっと聞かせてください。 

 

窪田国際交流課長  中国は、先生がおっしゃるように、非常に重要な地域として、知事もトップ

セールスを毎年行っていますけれども、御質問の、中国観光セールス強化事業

４００万円ですけれども、まず、北京と上海にございます。北京につきまして

は、一昨年から、過去に旅行会社、また、現在もいろんな活躍している中国の

方に委託しまして、山梨県の観光の最新情報をＰＲするとともに、北京では、

中国の東北を含めまして旅行会社を訪問していただく。また、観光展がござい

ますので、その折に山梨県のＰＲをしていただくと。また、定期的にメール、

電話等で、直接、担当者、重要なポストの方にＰＲしていくという形で、個人

に、その方に委託をしているという形です。上海につきましては、昨年の４月

から拠点を設けまして、上海のメディアグループという会社がございますけれ

ども、そこのところへ業務委託という形で委託しております。そこの業務につ

きましては、各旅行会社、またメディア関係等に対しまして、定期的に訪問し

て、山梨県の最新の観光情報の提供、また、情報収集につきましては、現地の

旅行会社には、どのような、日本に向けてのニーズがあるか、一般の消費者の

動向を、随時、情報収集して、こちらのほうを経由して、県内の観光事業者、

また、観光宿泊等の施設に提供しているというような状況で、最近の成果とし

て、例えば北京におきましては、委託している方が非常に熱心に取り組んでい

る結果、学校の教育旅行とか。昨年は、先ほど言いましたように、インフルエ

ンザ、金融危機の関係で全国的に宿泊客数が落ち込んでいます。先ほど、５.

４％の減少というのが全国で、外国人観光客については二十数％落ち込んでい

るんですけれども、山梨県の場合は、全国で一番の１１％、逆に増加したとい

う成果が出ています。これは、北京とか上海の成果だと思っております。その

ような形で、現地の情報を素早く県内の観光事業者等に提供するというような

情報提供も行っております。 

 

岡委員  大きな成果を上げられているようで御同慶にたえないところです。そうはい

っても、実際問題といたしまして、昨年の３月に、私たちは香港において視察

をさせていただきました。中銀の関係者ということで、拠点を置いている、井

上さんという所長さんが委託を受けていろいろな情報収集をしているというこ

とで、これは商工のほうですね、起用した経過がありますけれども。私は、や

っぱり上海、あるいは北京へ拠点を置きながら、それなりの情報収集をしてい

るということについては、しっかりした情報収集というのがないと、これから

山梨のそれなりのものを発信していくについても、うまくないんじゃないかな

と感じますので、ぜひ積極的な取り組みをこれからもしていただきたいという

ことをお願いして、ちょうど時間ですから終わります。 

 

（海外メディア戦略推進事業費について） 

浅川委員  観３ページの海外メディア戦略推進事業費ということで予算が組まれておる

わけでありますが、ここに載っかっております山梨県海外放送コンテンツ推進

協議会というのは、現在、でき上がっておるんですか。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 これは、昨年７月に設立されております。 

 

浅川委員  この組織というか、構成メンバー等々がわかりましたら。 

 



平成２２年２月定例会農政商工観光委員会会議録（当初分②） 

 ７

八巻観光企画・ブランド推進課長 構成メンバーでございますが、甲府市及び北杜市の観光協会、

それから水晶宝飾連合会、ワイン酒造協同組合、農業協同組合中央会など、い

わゆる業界の皆様と、それから山梨放送、テレビ山梨、やまなし観光推進機構

等で構成をさせていただいております。会長はやまなし観光推進機構の理事長

で、推進機構のほうに事務局を置くという形でございます。 

 

浅川委員  私も北杜市の観光協会長ですけど、そのことは、今、初めて知りました。あ

りがとうございます。また、県のほうも、かなりいろいろと戦略を練られてい

ると思いますが、海外インバウンドについての部分だろうと思うんですが、先

ほど岡先生のほうでも言われたわけですが、香港だとか上海だとか北京だとか

いう部分からいうと、どこの国に戦略を置いて、今後、攻めていくのか、ちょ

っとその辺が。推進協議会に丸投げして、その中で意見を求めるのか、あるい

は、この観光部で重点的にこの部分について、何か後ろ盾みたいな部分があっ

て戦略を進めていくんですか。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 本事業のまず目的でございますが、インバウンド観光の推進

と県産品の販路拡大ということでございます。中国を中心とします東アジア地

域が最近非常に経済成長が目覚ましいということでございまして、特にインバ

ウンドを見ますと、本県を訪れている外国人の約４割が中国の方でございます。

また、中国におきましては、昨年７月から個人ビザの発行が解禁されたり、今

後もエリアが広くなると。また収入条件なんかも緩和されてくるようなことも

ございますので、今回は中国をターゲットにしましてメディア戦略を打ってい

きたいと考えております。 

 

浅川委員  先ほど岡先生も言われたとおり、四川省もあるわけでありますが、ことし５

月から上海で万博が行われますよね。国際交流課長も言われたように、上海の

かなり太いパイプが、メディアとして、ＳＭＧ、そういうような部分の会社も

あったりして、その辺を重点的に攻めていくのか。その辺がわかったら教えて

いただきたい。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 ことし万博が上海で開催されます。そこで山梨の話題性をつ

くれたらいいなと考えています。現地の方々の視点から企画制作すれば魅力的

になると思いますので、そういう方々の力を拝借しながら、より効果的なもの

をつくっていきたいと考えております。 

 

浅川委員  実は、私どもも、この２６日から、上海に３泊ぐらいで、同じメディアの方

たちを中心としたところを視察してこようと思って、すそ野は農業も含めて広

げようとしております。そんな中で、知事も、この前の話の中では、万博のほ

うにもトップセールスに行くというような話も聞かれておりますが、そういう

ことを含める中でいうと、いろいろ多方面に広げるより、１本なら１本に絞っ

て、とりあえずやったほうが、一番の成果が、費用対効果というんですか、そ

れが見えるところに重点的に打っていっていただきたいと思いますが、どんな

ふうに考えておりますか。 

 

窪田国際交流課長  インバウンド対策はいろんな情報発信が重要でございまして、山梨のイメー

ジを定着させるという形で、先ほどのメディア等の活用が非常に有効かと思い

ます。ターゲット、進める市場ですけれども、中国が一番の最重要地域という

形で現在進めておりますので、中国をメディア、また、知事のトップセールス

等、集中的に取り組みたいと考えております。その後につきましては、アジア
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方面、東南アジアですけれども、シンガポール、タイとか香港等がやはり次の

ターゲットになるかと思います。昨年の統計でもタイとかシンガポールとかそ

ういうところがふえてきておりますので、当面は中国、その後はそういうアジ

ア方面になるかと思います。 

 

（やまなしサポーターズ倶楽部事業費について） 

浅川委員  ちょっと話がいろいろ広がっちゃいますから前へ進ませていただきます。 

そこの下に、やまなしサポーターズ倶楽部事業費というのがありますね。こ

れは、３年ぐらい前から知事が六本木ヒルズでやっている会のことですか。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 そのとおりでございます。 

 

浅川委員  毎年、大体どの程度の人がお集まりになっているんですか。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 毎年、３５０名近くの方がお見えになっています。 

 

浅川委員  あれは、ハリウッド化粧品のところでやっているんですよね。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 そのとおりです。ハリウッドプラザビルでやっています。 

 

浅川委員    メンバーについては、今、３５０人と聞いたんですけど、これは、毎年、入

れかえとか、ふやしているんですか。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 対象はやまなし大使の皆さんでございまして、現在、やまなし

大使の方の数というのが６５６人いらっしゃいます。その方々にお誘い申し上

げて御出席を願っているという形です。 

 

浅川委員   ふるさと納税なんていう話もそこの中で出たようなことも聞いております

が、具体的に実を結んだものが何かありますか。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 やまなし大使の皆様からは、平成１９年９月の発足以来今日

まで、約８０件の提案が寄せられております。その中には、平成２０年７月の

洞爺湖サミットでの県産ワインの使用とか、あるいは、千葉のモノレールにお

けるワイン列車の運行とか、あるいは都内のスーパーマーケットにおける県産

ワインコーナーの増設とか、実を結んだものもございます。本年度、２１年度

になりましても、大使からの提案で、その大使が関係しております親睦団体の

旅行、およそ千数百名が山梨を訪れていただいたり、あと、ワインの関係の特

集を、「美味サライ」ですか、これは年２回発行で７万部ぐらい発行されている

もので、永久保存版、保存できるような本なんですけれども、そこに甲州ワイ

ンの特集を１３ページ載せたり、それが大変格安にできたり、さまざまな成果

がございます。 

 

浅川委員  ここの部分で最後にしたいと思いますが、県人と日本に在住の山梨県にかか

わる人と国外在住の日本人でも結構ですけど、その比率がわかりますか。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 済みません。そういう区分では、現在のところ準備してござ

いませんので、もしお時間をいただければやってみたいと。また御提出をさせ

ていただく形になるかと思いますけど、よろしいでしょうか。 

 



平成２２年２月定例会農政商工観光委員会会議録（当初分②） 

 ９

（やまなし魅力発信事業費について） 

浅川委員  はい。では、観８ページ。やまなし魅力発信事業費、これは富士の国やまな

し館のことですよね。これについて、方向性なり、具体的にわかりましたら教

えていただきたい。 

 

小林観光振興課長  富士の国やまなし館におきましては、平成１９年度から県産品の展示販売を

積極的に開始いたしまして、２０年度から民間のスーパー経験者を館長に招聘

しまして、２年契約ということで、この３月いっぱいで任期が終わるというこ

とになっております。そういった中で、県産品の販売、促進、あるいは販路拡

大といった目的もございますので、さらに富士の国やまなし館の機能を充実し

ていくことを目指しまして、先般、知事も議会のほうで表明いたしましたが、

この６月１日のリニューアルオープンを目指しまして、この３月１日にスーパ

ー等の中から公募ということで民間委託の方向で現在進めております。 

 

浅川委員  実は、私、山本知事が誕生したのが平成１５年ですか、その前から、やまな

し館についてはよく存じ上げておりまして、観光の情報発信の拠点ということ

で、最初は八重洲にあったのが麻布に移ったと。麻布のオープンを、私は手伝

いに行ったんです。麻布はとても情報発信できる場所じゃないということで、

私は、質問の中で、とにかくあの場所じゃだめだということで、こっちへ移し

てもらったことを記憶しているんですが、その辺の流れを教えていただけます

か。 

 

小林観光振興課長  先生の御指摘のとおりと。私も、過去のそこら辺までは調査したわけではご

ざいませんけれども、おおむね先生のおっしゃっているような状況であったと

記憶しております。 

 

浅川委員  それが、当初は、商工労働観光部の観光課だったかな、ちょっと私も正確に

は覚えていないんですが、かなり苦労していただきまして、現在の場所に引っ

越してきたんです。それもかなりのお金も使って引っ越してきて、それなりの

情報発信の場所として承知していたんです。私が皆さんに問いかけているのは、

今、どうも、県産品を売るところがどうのこうのというのが中心のように聞こ

えているんです。でも、最初は、多分、あの中には、甲州印伝のものと、判こ

と、ネクタイぐらいしか、県産品としてはショールームに並んでいなかったん

だろうと思うんです。これは、八重洲にあったときも麻布に行ったときにも。

ところが、最初、今の場所へ移ってきたときには、情報発信と県産品のアピー

ルぐらいだったんですが、その辺が、一回改装して、また改装という形になる

わけですよね。その辺の、もし、県のほうの、観光部としての指針がありまし

たら教えてください。 

 

小林観光振興課長 先生の御指摘のとおりでございまして、そもそも山梨県の富士の国やまなし

館というのは観光情報の発信拠点ということで始めた事実がございます。ただ、

あのかいわいが、非常に、各県とも同じような戦略の中で、観光情報と、ある

いはみずからの県産品の宣伝拠点というふうな形で展開しているのが事実でご

ざいます。山梨県も御理解をいただきまして、東京の日本橋のほうに、ああい

う形で富士の国やまなし館を開設させていただきまして、一等地を、より活用

させていただく中で、県産品の展示販売と観光情報の発信を両輪として、現在、

進めさせていただいているところでございます。 

 

浅川委員  あそこへ移ったのは１６年ですか。それで、今の館長さんが来たとき、もう
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一回、あそこをリニューアルしたんですよね、何千万円かかけて。前は、裏の

山口館まで通しで見えたような部分がありましたよね。そのときにどの程度あ

そこの内部にお金をかけたのか、ちょっとそこのところを。 

 

小林観光振興課長 館長をお招きする１年前に、物産を始めるというときにリニューアルをさせ

たと記憶しております。５００万円程度かけて改修をしたというふうになって

おります。 

 

浅川委員  じゃ、そのときに、今までの情報発信をかなりシフトダウンして、県産品と

いうか、ワインだとか、あるいはネクタイも、お菓子みたいなものまで売るよ

うな場所になった。その辺で、県のほうとしてはシフトを変えたんですか。 

 

小林観光振興課長 先ほど御答弁させていただきましたが、シフトしたということではなくて、

要するに、両輪として、観光情報の発信も一生懸命やらせていただいておるつ

もりでおりますけれども、あわせて、あの一等地を使って県産品の展示販売も

行っていくというコンセプトでございます。 

 

浅川委員  ちょっと違うな。最初から、私もずっとあそこに、年間何回も行かせてもら

っていますし、最初は、その商品を売るというときには、外のテーブルの上で、

ワインのテイスティングというんですか、そんな企画をしたり。その辺から、

かなりパンフレットが減ったんですよ。上のほうへ寄せたり、いろいろ。パン

フレットが中心なのか、商品が中心なのか。私も、前に、委員会で、ちょっと

そのことも言ったことがあるんですけど、半々ぐらいだというようなことをお

聞きしていて、それはそれなのかなとは思ったんですが、その辺の過去のこと

は余りよくわからないですか。 

 

小林観光振興課長 大変申しわけありませんけれども、私もこの担当になって、富士の国やまな

し館というものに携わりましたので、過去の姿を直接見ているわけではござい

ませんので、比較しての発言はちょっとできないわけでございます。 

 

浅川委員  そこが問題なんですよ。観光は、私は、富士山だとか八ヶ岳なんてこだわっ

ておりません。ただ、１本の筋で通っていかないと。山梨県の観光も、何とか

浪漫街道だとか、いろいろ、部長がかわったり知事がかわったりするとタイト

ルも変わってくるんですよ。私は、山本知事のときに、知事に、富士の国やま

なし館をぜひ使ってくださいよ、そんなにシフトを変えるべきじゃないですよ

と言った。だけど、やっぱりここでシフトを変えちゃうと大変だなと思ってい

たんですが、その辺の歴史は、やっぱり、ちょっと勉強してください。 

 

小林観光振興課長  その辺の過去の経緯、それもまた参考にしながら研究したいと思いますが、

先ほど来申し上げておりますのも、富士の国やまなし館は、山梨県の重要な観

光情報発信拠点だととらえております。ですから、今回の富士の国やまなし館

の改革は、主に物販業務でございますけれども、観光につきましても、現在、

東京事務所のほうに、観光会社に勤めていた、具体的に言いますと、日本旅行

とかトップツアーとかございますけど、そういったところの、専門知識を持っ

た職員を置いております。今後、富士の国やまなし館の、観光情報発信拠点と

しての機能を強化するために、今度の、このリニューアルに当たっては、その

職員を常時１名、そこに配置いたしまして、お客様が求めている、山梨の観光

情報の専門的なアドバイスができるような形で対応してまいりたいと考えてお

ります。 
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浅川委員  今、小林課長が良いことを言ったけど、本当にそれは守ってもらいたいなと

いうのはある。山梨の情報発信基地としての機能をきちんと持っていなきゃい

けないけど、何か、４人ぐらいいる従業員が１人になってしまう話も聞いてい

ます。私も、館長さんがいいとか悪いとかじゃなくて、やっぱり、あるデパー

トの店長さんだったということで、配列だとか何だとか、そういうことにはか

なり熱心だけど、選考の中で、報奨金という制度を、最初、とったんですよね。

外にもっと出て発信しなさいよ、というのは、私は、個人的には、かなり何回

も言ったけど、商品を並べることが中心にあったから、その辺を、今後、県が

どういうふうに進めていくのか。 

 

小林観光振興課長 まさに先生の御指摘のとおりでございまして、富士の国やまなし館は、県産

品の分野で言わせていただければ、やはりアンテナショップということでござ

いますので、東京都、都心を中心に、山梨県の県産品が、より販路拡大してい

くための機能を掲げなければいけないと考えておりまして、当然、都内のスー

パー、百貨店等々に営業活動、販売活動等々、あるいは県内の生産者が、富士

の国やまなし館を使いまして、テスト販売するような、今後の販路拡大につな

がる活動を大いにしていくということで、仕様書のほうにもその辺はうたって

ございます。 

 

浅川委員  一番大切なことは、館長さんの思いも確かだけど、館としてのコンセプト、

どこが指導するのかという部分でいうと、かなり、前の館長さんには、私も観

光業者としての立場、議員としての立場でいろいろ言ったけど、全然、聞く耳

もなかったし、問題がかなりあったのかなとも思っていましたけど。それは、

ここに責任があるわけですから、今後、管理体制についての思いも、４人ぐら

いが１人になっちゃうというわけですから、その辺を教えてください。 

 

小林観光振興課長 機構の職員を常時１名置くということになりまして、今後、物販業務につき

ましては民間企業のほうにお願いすることになろうかと考えておりますけれど

も、機構のプロパー職員もおりますので、その辺と、甲府の機構の本部のほう

とも連絡を密にしながら、連携しながらやっていくとともに、要するに、どう

いう品物を、今後、置いていくのかということにつきましても、私どもは考え

てございまして、今後、山梨県が、戦略的に、首都圏、都心に売り込んでいく

という商品を展開するために、商工会議所、商工中央会、あるいは農畜協とい

ったところと連携しながら、山梨県の宣伝を、富士のやまなし館を拠点に展開

できているようなことをやっていきたいということで考えております。 

 

浅川委員  この前の答弁の中か何かで、あそこを指定管理に出すという話をしていまし

たよね。 

 

小林観光振興課長  指定管理ではなくて外部委託でございます。アウトソーシング。似てはおり

ますけれども、あそこは公の施設ではございませんので、機構のほうから外部

委託しております。 

 

浅川委員  その辺は先ほど来、私がずっと申し上げたような、コンセプトというんです

か、コンテンツというんですか、そんなような部分は、どこが、きちっと管理

するんですか。 

 

小林観光振興課長 一義的には契約の発注者でございますやまなし観光推進機構でございますけ
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れども、先生がおっしゃるとおり、ここは公としての機能を果たしております

ので、県のほうも一緒になって、その業務の推進に当たっては、やっていきた

いと考えております。 

 

浅川委員  先ほど来、そのこともずっと聞いたんですが、情報発信基地の機能と県産品

の機能は、パーセンテージとしては、部長、どのぐらいで、今後、進めていく

予定ですか。 

 

中楯観光部長   富士の国やまなし館、再三、課長から答弁をしておりますけれども、１６年

の観光部創設のときからアンテナショップ機能を持たせたものという形で今日

まで至っておるということでございますが、その間、物販機能の強化も図れと

いう中で今日に至っているということでございます。 

パーセントはどうか、何割で、とは申せませんが、やまなし館には２つの使

命があると。１つは、より、県内にあるすぐれものを買っていただくことによ

る情報発信。それから、都内における方々の情報を収集して県内へ持ち帰ると。

これがいわゆるアンテナショップ機能でございますけれども、当然、物販に関

してはそういう機能がございます。観光につきましても、二地域居住の窓口は

今後とも継続して行きますし、観光に関しては専門家も機構のほうから常時送

るということでございまして、両面にわたって機能強化を図るための改善であ

ると御理解を願いたいと思います。 

 

浅川委員     ある程度、比率を出していかないと、これから難しいですよ。一方では、売

り上げを伸ばせということになると、売り場面積があんなに狭い中でどういう

ふうにしていくかということですから、これはアウトソーシングも含めてきっ

ちりしていかないと。なあなあになっちゃうと、また同じことになりますので。

これは要望ですから。ありがとうございました。 

 

（山梨県アイオワ州姉妹県州締結５０周年記念事業費について） 

岡先生がちょっとさわったんですが、アイオワとの５０周年ですね。一部う

わさには、信玄公祭りにも列車を引き連れてくるというようなこともちょっと

聞いておるんですが、これは、ことし、どんなふうな展開をするんですか。 

 

窪田国際交流課長 アイオワ州と山梨県との関係は、昭和３４年の伊勢湾台風の被害を受けたと

きのアイオワ州からの見舞い、それによって昭和３５年３月に姉妹都市という

形で締結しました。それから５０年、ことし迎えます。アイオワ州と山梨県で、

記念式典を、ことしはこちらで行うと。来年はアイオワ州側で行うという形で、

双方で１年おくれて行うという形で、現在、進めております。 

５０年という節目、州と県との交流は日本の中で山梨県が初めてということ

で、全国初の５０周年という形でございますけれども、この５０年間の交流の

歩みというか、今までのことを顧みて、また、これを契機に将来に向けて両地

域の交流を促進するという意味がありますので、一応、今回、４月に第４０回

の信玄公祭りという大きいイベントが県内にありますので、それにあわせてア

イオワ州側から山梨県へおいでいただいて、県内で記念式典等を行うことで、

今、進めております。 

 それで、アメリカ側の要望ですが、スタートした台風の被害の見舞いという

のが、種豚３５頭を山梨県に送っていただいて、山梨県内の畜産業はもちろん

のこと、当時の日本の畜産業界においては非常に画期的な大きい種豚が来たと

いうことで、今まで日本の場合は小さかったんですけど、日本の国内の畜産業

も、それによって発展し、また、アメリカにおきましても、それを契機に、飼
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肥料関係は、当時は残飯とかそういうものでしたけれども、アメリカの穀類を

飼肥料とした、化学的というか、そういう栄養価の高いもので、早く大きく育

つ豚という形で、アメリカ側もそれによって農業関係が発展したと聞いており

まして、農業関係のきっかけという形ですので、アメリカの代表団の人たちが

甲府へ、先ほど先生がおっしゃいましたけど、電車で来て、アメリカの農業の

ＰＲとかも兼ねるというような話を聞いております。今、協議しておりますが、

そのような形で、４月の上旬にアイオワ州と山梨県との５０周年記念をやるべ

く、今、準備を進めておるところでございます。 

 

浅川委員  三、四歳のときの、豚の話はもう頭に入っていて、豚から交流が始まって、

今回の交流の中に、当然、向こうも何らかの農産品などを持ってくるんだろう

し、山梨県もせっかくアイオワの種豚をもらった、そこの辺をどういうふうに

アピールして、向こうへの感謝の気持ちになるよう、それをあらわしながら交

流できるのかということを聞きたかったんだけど、ちょっとその辺を。 

 

窪田国際交流課長 農産物の関係でございますので、実は、今年度、アメリカ大使館と一緒に、

山梨の食材とかアイオワの食材を使った料理コンテストをやりまして、その優

秀作品を記念式典の祝賀会等において食べていただくというような催し物とか、

そういう農産物と５０周年の関係をあらわすようなイベント的なものを行う予

定になっております。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 先ほどの浅川委員のやまなし大使の内訳のお話でございます

が、今、お答えできるようになったので、もう一回答弁させていただきたいと

思います。ほとんどが東京にお住まいの経済人や文化人の方ということでござ

いまして、外国の方は中国の大使館の方、あるいはレストランを経営している

イタリア人の方など、ごく数名ということでございます。県人会の方は約１割

程度ということでございます。 

 

（映像産業招致推進事業費について） 

大沢委員   今、予算説明を聞きながらちょっと気にかかったことがありました。二、三

質問させていただきたいんですが、観５ページ、映像産業招致推進事業費と、

その下にマル臨としてフィルムコミッション・ロケ地データとあります。これ

は最近、山梨を扱った映画とか、そういうふうなものが、今、多くなっていま

すが、そういう方々の事業だろうと思うんですが、どういうふうなことをやっ

ているのか。そして、そういうスタッフのほうから何か御指摘というふうなも

のがあるのかどうか、これをちょっと聞きたいんですが。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 フィルムコミッションにつきましては、私どもの職員が映像

産業の皆さんの御要望に応じましてロケ場所の御紹介をさせていただいたり、

相手方との時間の設定を調整させていただいたりしております。今年度の実績

は、これまで作品数で１２１作品というようなことでございます。 

 

大沢委員  私も詳しいことはよくわかりませんが、ただ、ロケの場合には、今のところ

非常に観光地、あるいは山村地というふうなことが取り入れられているふうな

ことなんですが、何か光ファイバーとの関連というふうなものの御指摘という

ものはないんでしょうか。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 存じ上げませんが。 
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（信玄公祭り開催費について） 

大沢委員  承知していなければそれでいいです。 

次に、非常に聞きづらいんですが、観１２ページ、信玄公祭りの開催費。先

ほどの説明で４０周年というふうなことなんですが、これはやまなし観光推進

機構に丸投げなんですか。その辺をちょっと教えてください。 

 

小林観光振興課長 やまなし観光推進機構のほうが補助先となっているというのは、やまなし観

光推進機構のほうにお祭りの実行委員会を設置しているという関係で、ここに

実行委員会を設置しまして、市町村や民間からの負担金が集まるような仕組み

になっておるものでございまして、あくまでもお祭りの企画につきましては、

県、あるいは甲府市、商工会議所といったところとも連携しながら、さまざま

な方々の御意見をいただきながらやっていくものでございます。 

 

大沢委員       大分前に、質問の中でこのことを要望したことがありますが、それは計画し

ておりませんというふうなことだったので、そのままになっていますが。とい

うのは、信玄公祭りというのは甲府市だけの事業なんですか。 

 

小林観光振興課長 歴史的に申し上げまして、信玄公祭りというのは、単に甲府城があった甲府

市だけではなくて、いわゆる武田二十四将ということで、その二十四将の出身、

いわゆる城を持っていたところ、館を持っていたところの地元のほうから市町

村等々も出てきていただいて、さまざまな市町村、あるいは市町村の参加がな

いところにつきましては民間の企業というような形でやってきたものでござい

まして、そもそも二十四将の成り立ちからいいまして、武田の支配下にあった

さまざまな地域の方々が一体となったお祭りだと考えております。 

 

大沢委員         ことし４０周年というふうなことで１つの節目だと思うんです。ですから、

山梨県下の祭りとしてやるべきだと思うんです。これは武田家、武田三代に関

係するのはどこの町村にもあると思うんですよ。ところが、やっている場所が

甲府市だけでやっておるから、ほかの町村たちは、甲府でやっているのは関係

ないというふうな形で、独自でやっているというところが多いんですよ。とい

うのは、この時期は、多分、ことしは４月１１日、１２日ごろだと思うんです

が、桜がちょうど咲いているころで、各町村でも、やはり、そういうことをや

っている。いろんな春祭りとかいうふうにやっているんですが、やっぱり、信

玄公祭りに参加しているんだというふうな感じで。その日だけでなくて、厳密

に、歴史的に言えば、４月１２日に亡くなっているので、今の暦でいえば、亡

くなったのは５月１０日ごろですよね。ですから、一月間ぐらい、信玄公祭り

というのは山梨県下どこでもやっていると。観光客がどこどこへも来るという

ことですね。そういうふうな発想も考えて、推進機構とかにも提言をしていく

というふうなことはどうでしょうか。 

 

小林観光振興課長 まさに先生がおっしゃるとおりでございまして、信玄公祭りというのは、先

生の御指摘のとおり、信玄の命日の日を前後してやっているということでござ

います。ちょうど同じころ、甲府市が武田神社から武者行列というような形で

やりましたけど、現在は、県のほうの信玄公祭りと一体化しまして、それを信

玄公祭りというふうに呼ばせていただくということで、甲府市のほうとは一体

になってやっております。 

それから、旧大和村ですとか、あるいは富士河口湖町の勝山のやぶさめ祭り

だとか、そういった、一体の祭りも、私どもの信玄公祭りと一緒に宣伝させて

いただいて、ゴールデンウイークまでの花の時期の山梨を、こういった信玄公、
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武田家にまつわるイベントと一緒に宣伝させていただいておりましてやってお

ります。まさに先生がおっしゃるとおり、お祭りの始まる前のこういったイベ

ントから、お祭りが終わってさらに信玄公祭りの余韻が楽しめるように、さま

ざまな文化イベントも含めまして、信玄公祭りが、１カ月間というような形で、

非常に楽しめるような形での企画にしていきたいと考えております。 

 

（海外メディア戦略推進事業費について） 

樋口委員  浅川委員の質問でありました、初めの質問の、観３ページの海外放送コンテ

ンツ推進協議会ですけど、僕も中身がわからなかったんですが、先ほどわかり

ましたが、昨年の７月に立ち上げたということは、既に何回か会議を設けて、

実績的なものは何か出ているんでしょうか。 

 

中楯観光部長     推進協議会を立ち上げたきっかけは、私どもも海外へ情報発信をしていくと

いうようなことを、観光懇話会の中でも非常に重要であるというふうな御提言

も受けました。それから、国のほうも、立ち消えになりましたけれども、そう

いう海外向けの情報発信事業というのに取り組まれた時期もございます。そう

いう中で、戦略をどう打っていくかということの中で、機構の組織の中に協議

会を設けさせていただいたと。２回ほど開催をさせていただきまして、浅川先

生にも、大変申しわけございませんでしたが、御通知申し上げていまして、代

理の方が出ておられましたけれども、いわゆる協議会を立ち上げて、取り組み

を考える中の１つがこの事業であります。特に中国は国営放送でございますの

で、勝手に放送ができないわけでございまして、県内のテレビ局とあちらの方

をお招きして、テレビ番組、短い番組でございますけれども、そういったもの

を何本か制作して、中国の香港と中国本土、こういったところの有料放送向け

に打っていくということの事業でございまして、協議会自体は７月に立ち上げ

て、数回、事務レベルのものと、協議会の構成員での協議をして、推進計画と

いうものをつくって今日に至っておるということでございます。 

 

樋口委員          後半お聞きをしようと思っていたことを今お答えいただいちゃったんですが、

大沢委員のほうでもお話がありましたが、１カ月もたつと信玄公祭りがありま

して、信玄公祭りは、私たちが考えているよりも、あるいは近県が考えている

よりも、海外で勝手に放映してくれるとか、あるいは海外ですごく評判がいい

とかいう話も何度も聞いています。今のお話の中で、特に中国は、風林火山の

旗は孫子でありますから、そういったところの武者行進というんですか、そう

いった映像なんかについては取り上げた経過はあるんですか。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 作成につきましては、県内の放送局が持っていますデータを

使いまして、魅力あるものをつくっていきたいと思っています。その中で、信

玄公祭りは山梨県の重要なお祭りでございますので、そのデータを使って御紹

介をさせていただくこともあろうかと考えております。 

 

樋口委員   年に１度、山梨県日中友好協会の総会、懇親会なんかに出させていただく機

会があるんですが、ＵＴＹさんなんかが、今、おっしゃった、国営放送、北京

放送のアナウンサー、若い方なんかを２年に１度ぐらい呼ばれて、講師として

中国のいろいろな報告をしていただいたり、講演を３０分から１時間聞くんで

すけれども、そういった協会とのつながりは、もちろん県産品の売り込みとか

インバウンドとかいうことでもありますけれども、まさに国営放送で、今、紹

介をしていくと。予算が１,０００万円もあるわけですから、そういったところ

とのつながりも、きっとＹＢＳやＵＴＹさんとのつながりの中で出てくると思
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うんですけれど、その辺はどういうふうにお考えですか。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 何はともあれ、こちらから情報を発信する、その情報の中身と

いうのは現地の方にとって大変魅力的なものである必要があろうかと思います。

ということは、やっぱり現地の方々の興味とかさまざまな御意見を賜わって物

をつくっていくべきだと考えておりますので、またそういう方がいらっしゃれ

ば、お力をかりることもあろうかと考えております。 

 

樋口委員         もちろん四川省との友好２５周年ですから、また、大きな友好を深める１年

にしなきゃいけないというふうに思いますけれども、それよりももっと近い中

国本土の方々、日本に近いところのいろいろな都市、上海もそうですけれども、

へのアピールも非常に重要だと思いますし、香港ももちろんでありますけれど

も、協議会を有効活用といいますか、有効に機能するように県のほうで指導も

していただきたいと思っています。 

 

（信玄公祭り開催費について） 

それで、次の質問は信玄公祭りですけれども、先ほどもお話が出ましたけれ

ども、観光推進機構ができて、初めてそこが主体となって、実行委員会をつく

って、そこが実施主体になるということでありますけれども、去年、いろいろ

な試みが成功したと思っているんです、私もはたから見ていまして。甲府の中

のまち全体がそういう気持ちになるようなことを進めてこられてきたと思うん

ですけれども、どうですか、１カ月後に控えて。 

 

小林観光振興課長  昨年度からさまざまな試みをやっておりまして、非常によかった部分、それ

からちょっとこれはなという部分もありまして、その辺の見直しをしながら、

本年度のメニューを加えてきたところでございます。それから、やはり４０回

ということですので新しい試みもやっていくということでございます。既に新

聞報道等されておりますけれども、信玄本陣にツアー商品として、いわゆる歴

女ブームということで、女性の隊員を募集してツアーにしたり、あるいは信玄

公祭りと武田の史跡を、文学館の学芸員の案内の中で巡るツアーとか、そうい

う形でやっている部分でございます。それから、先ほどの武田二十四将の２隊

ほどを旅行会社のほうで旅行商品化するというようなことでやっておりまして、

そういうような中で、県内外の皆さんに楽しんでいただけるようなイベントに

していきたいということで、現在、協議を進めているところでございます。今

までマンネリ化されておりました演出面等々につきましても、現在、イベント

会社のほうとその辺の見直しをしているところでございまして、ちょっと変わ

ったと、良くなったと言われるように頑張っていきたいと考えております。 

 

樋口委員  ぜひお願いします。山交さんや岡島さんの女性店員の皆さんが町娘の姿でお

迎えしていただくようなことはないんでしょうか。 

 

小林観光振興課長 やはり百貨店、あるいは市内の商店街が一緒になってこの祭りを盛り上げて

いくということが重要だと考えております。早い時期から商工会議所、あるい

は甲府市のほうにも要請をしまして、商店街のほうも一緒にセールをやってく

ださいという形でお願いしておりまして、働きかけてくれておりますので、こ

としはきっとにぎわいのあるお祭りになると思っております。 

 

（多文化共生推進事業費について） 

樋口委員  期待します。期待して参加します。 
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最後に、観１７ページ、これは何回も言っているんですけど、多文化共生推

進事業は、会議は１回だけということですか。 

 

窪田国際交流課長 年間２回行っております。 

 

樋口委員  そして、具体的な取り組みとかお祭りとかいろいろやりますよね。相談事業

とか。それは国際交流センターのほうがすべて行っているのですか。 

 

窪田国際交流課長  多文化共生の社会づくり、地域づくりのための推進は、各公的機関、また民

間ボランティア等の皆さんに取り組んでいただいております。主な、民間とい

うか、ＮＧО的な存在として、国際交流協会が多文化共生のイベント等を行っ

ております。 

 

樋口委員  特に県営団地のことでかなりいろいろ、当時、何年か前に、異文化、文化の

違いで衝突が日常生活であったということで相談を受けたり、あるいは南米の

方々が多い旧田富の山王団地、あるいは中国人、韓国人の方々が多い貢川団地

というような中で、いろいろな摩擦、あつれきがあったことを受けて県にただ

したこともあるんですが、ここでもう一度、意見を申し上げますけれども、観

光部というよりも、やはり県民室というような、そちらのほうできちんと所管

をして、市町村と連携をとってやるべきだと思いますけれども、そういうこと

を聞いても答えが……。お願いします。 

 

窪田国際交流課長 多文化共生につきましては、対象が日本人国籍ではない外国人対象というこ

とで、国際交流ということで、国際課とか国際交流課で担当してきておりまし

て、やはり地域における県民と外国人がいかに共生するかという形ですので、

先ほど協議会のことがありましたけれども、年に２回行っています協議会につ

きましては、関係機関が一堂に会しまして、それぞれの課題、また情報交換を

して、連携を深めております。 

多文化共生が観光部という形ですけれども、実際、協議会の場におきまして、

活発な情報交換、また意見等をやって、それぞれの役割、例えば外国人の住民

と最もかかわりのあるのは、市町村が行政機関としてはかかわりがあります。

ですので、その場におきまして、各市町村との課題等につきましては、国の機

関、県の機関等と連携をして行っていますので、どこで行うというよりも、そ

の機会があるかというところが重要かと思います。観光部にあるということは、

外国人対策という形で、外国人観光客、インバウンドのこともそうなんですけ

れども、県外からの交流人口という形で、対応も県内の外国人対応と同じ人た

ちが対応していただくという活躍の場もありますし、そこの情報交換もしてお

りますので、現在の状況がうまくいっていないというわけではないと思います。

外国人の住民の方たちのそういう課題につきましては、今のところそれぞれが

連携しておりますので、特に悪化とかそういうことになっておりません。 

 

樋口委員  今、現状を聞こうと思ったんです。どうですか。数はふえているんでしょう

か。それとも、人口減少がありますから、パーセンテージはふえているのかも

しれないけど、増減と、国別で顕著なところがあったら教えてください。 

 

窪田国際交流課長 現在の外国人住民は一昨年の１万７,２００人から１万６,５００人という形

で、ここのところ減っております。国別的には、南米、ブラジルとかペルー関

係が、やはり雇用の不安定という形で本国に帰るというような現状があります

ので、減っておる状況でございます。 



平成２２年２月定例会農政商工観光委員会会議録（当初分②） 

 １８ 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり賛成すべきものと決定した。 

 

 

※所管事項 

 

質疑      なし 
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主な質疑等  農政部関係 

 

※第１７号  平成２２年度山梨県一般会計予算第１条第２項歳出中農政商工観光委員会関係

のもの及び第３条債務負担行為中農政商工観光委員会関係のもの 

 

質疑 

 

（農業委員会指導費について） 

大沢委員  １つだけお伺いします。 

 耕作放棄地というのは、それぞれ、毎回、毎回、議会のたびごとにそれぞれ

の先生方が聞きます。恐らくそういう耕作放棄地について聞く人たちがあると

思います。耕作放棄地以前のことで、私は聞きたいんですが、何か農地法の改

正が、昨年行われたということなんですが、雑種地というのがあるんですね。

雑種地というのが、つまり、この改正の中に入っているのかどうか。雑種地は

農地でもないし、宅地でもない。ですが、これがそのまんま放棄されているか

ら、全く耕作放棄地と同じような状態なんですが、これは農地法の改正の中に

入っていないのかどうか、それを聞きたいんですよ。 

 

有賀農村振興課長 ただいまの御質問のございました、雑種地が、農地法のいっているところの

耕作放棄地になるかということでございますが、基本的には、雑種地について

は農地ではございませんので、農地法の中で管理をするというものではないと

いうことです。 

 

大沢委員  それで、農の３ページに書いてあるように、農業委員会に対する取り組みで、

２ページから３ページに書いてある農業委員会への指導。先に住宅が押し寄せ

てくるわけです。宅地の、住宅の真ん中にそういうのがある。農地でもないか

ら農業委員会も手が出せない。かといって宅地でもないから指導もできない。

そのまま草ぼうぼうになっている。ですから、火災の危険性がある。どこへ言

っても対応がないというような調子ですね。 

雑種地だから、農地でないからできません、宅地じゃないからこれもできま

せん。そういうふうな草ぼうぼうになっちゃった荒地というのは、どこが指導

するのか、それが一番問題なんですが。それについて、どうですかね。 

 

有賀農村振興課長  農地につきましては、農地法が改正になりまして、昨年１２月に施行されま

して、耕作放棄地、遊休農地につきましては、農業委員会がかなり厳しく指導

ができる法改正になってございます。ですから、従前に比べると、そういった

耕作放棄地に対する指導が、その所有者なりにできる体制になってございます。 

農地でない場合の雑種地の場合はどうかという御質問でございますけれども、

それにつきましては、市町村によりましては条例等を制定しまして、その中で、

そういった原野化しているというか、草が生えて危険な場合については指導で

きるような、そういった条例もつくってある市町村があるというふうに聞いて

おりますので、そういったところでやっていただくというふうにしかないかな

と思っております。 

 

大沢委員  同じことですから、最後の質問にしますけれども、課長はもうこのことがど

こだということはわかっていると思うんですが、その人は知っているんですよ

ね。詳しいんですよ。だから、「雑種地だから、何も農業委員がいろいろ言うこ

とはないじゃないか、農地じゃないじゃないか」と、法律を知っているために

開き直ってきているんですよね。だから、これは、農地法の改正で何とかでき
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るというふうな気がするんですが。地元の農業委員会が言っても、いろいろ言

う、関係ないじゃないかというふうなことで指導ができないということだと思

うんですが。 

 

有賀農村振興課長 私のところは農地法を所掌しておりますので、私もどうお答えしたらいいか、

実は困っているところがございまして、先ほども申しましたように、農地であ

れば、私どものほうもそれなりに農業委員会を強力に指導なり、支援をしなが

ら、そういった耕作放棄地の対策を行い、ほかに影響がないようにと、考えて

ございますが、農地法の所掌の部分から外れますと、ちょっとお答えとすれば、

先ほど申しましたように、市町村なりでやっていただくしかない。あるいは、

地域の皆さんがその方にお話ししていただくというところしかないのかなと感

じております。 

 

（耕作放棄地再生活用促進事業費について） 

岡委員  今、耕作放棄地の話がありました。私は、以前からこの問題についてはそれ

なりに取り組んできておりますし、指摘もさせていただいてきた経過があるわ

けであります。 

今回も、たまたま、久方ぶりに代表質問をさせていただきましたから、代表

質問の中でもこういうふうな形で県内にふえているじゃないかということで出

させていただきました。 

今回は、これとは若干違いますので、今、資料を出させていただきます。こ

れは、山梨県の耕作放棄地が、５年ごとですけれども、５年ごとの形でふえて

いると。だけども、山梨県と比較して、富山、福井、京都、鳥取の部分で。 

（資料「耕作面積と放棄率」を配布） 

見ていただきますと、山梨県の耕作面積と放棄率、つまり、山梨県は２万２,

１８３ヘクタールの耕作面積ですね。ところが、そのうちの１４.７％が耕作放

棄地。ある人が言いまして、岡さん、「面積が小さいから少し耕作放棄地があっ

てもパーセンテージは上がるんだよ」と、言われました。確かに、分母と分子

の関係からするならば、それは、対の関係はよくわかります。京都と山梨県の

作物、つくっているものが違うと思いますから、それはそれでもしようがない

と思うんですけれども、しかし、例えば、福井にしろ鳥取にしろ、あるいは、

ここへちょっと富山も出しましたけれども、山梨県のつくっているものという

ことからするならば、鳥取あたりとはそんなに変わらないだろうと感じるわけ

でありまして、面積と率からするならば、やっぱり何だと思いますけれども、

考え方を聞きます。 

 

有賀農村振興課長  今、岡委員のほうからいただきました、耕作放棄地とその耕作放棄地率の資

料の関係でございますけれども、まず、農林業センサスの中で耕作放棄地が、

本県が１４.７％ということで、ワースト２位ということになっておりますが、

センサス数字を比べてみますと、水田農業が中心の県が、比較的、耕作放棄地

が少ないということ、これが１点ございます。 

本県の耕作放棄地の発生状況がどうかということになりますと、水田と畑の

耕作放棄地の発生率が、２０年度に耕作放棄地の調査をいたしましたが、水田

と畑では、畑作のほうが水田の大体倍ぐらい耕作放棄地率が高いという事例が

ございます。 

 

岡委員  近県、１つは新潟を調べました。新潟を調べましたら、伸び率が全然伸びて

いない。つまり、先ほどちょっとお見せしましたように、５年ごとにこういう

ふうな形で伸びていないんですね。ほとんど伸びていないと。１０％が１０年
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たっても１０.１％ぐらいしか伸びていない。確かに、耕作放棄地率が少ないこ

とは事実なんですね。本県の場合は、畑作の部分について、つまり中山間地域

の中で耕作放棄地が割合に多いんだろうと思っています。あと１つ言えること

は、新潟のような場合には、大型農業で、農機具で耕作ができるからですが、

本県のように、耕作地が小さい、面積が小さい、大型農機具が入らないという

形の中で、御案内のように、国の減反政策、お米の減反政策の過程の中で、間

違いなく耕作面積が減って、比率がふえたと、私は感じておるわけです。そう

いうことからして、国の政策に誤りがあったことは事実だと、私は思っていま

す。しかし、そうであったとしても、それをそのままにしておくというわけに

はいかないわけです。そこのところをどうしたらいいのかということを考えて

いただきたい。 

どうぞよろしく。 

 

有賀農村振興課長 耕作放棄地が高いというのは、確かに、本県の地域別の耕作放棄地の率を見

ますと、やはり、峡東と峡中は、９％ぐらいの耕作放棄地でございます。それ

に比べますと、峡南、あるいは富士東部というのは２０％台の耕作放棄地率に

なっておりますので、やはり条件的に悪いところが、耕作放棄地化が進んでい

るということは、データ的にそうだと思います。 

今後、耕作放棄地に向けてどういう観点で解消を図っていくかということに

なりますと、やはり一番目は、農地をつくっていただく方、その耕作放棄地を

改めて再生していって活用していただく方がいるかどうか。それから、当然、

中山間地域の方が条件が悪くて耕作放棄地になったわけですので、今後、耕作

放棄地にならないような条件的な整備、それから、３つ目が、じゃ、何をつく

ったらいいかということになりますので、その栽培作物をどうしたらいいか、

そういったことを観点に解消を図っていかなければならないと考えております。 

 

（中山間地域等直接支払事業費について） 

岡委員  このことは、既に国も、昨年、一昨年あたりから中山間地域の直接支払い、

これは農の６ページにあるわけでありますけれども、ここのだけでも３億８,

０００万円からかけているわけですね。そういうふうな形で、今までもかなり

の予算をつけているわけでありますけれども、にもかかわらず、先ほどお見せ

しましたように、５年ごとでは間違いなくふえているわけです。他県ではふえ

ていないというふうなことも含めて、その辺については、やっぱりどうしても

本県における農業、援農農政だと、私は前から言うけれども、援農農政になら

ないように、私は積極的な努力をすべきだと感じておるわけです。ですから、

これだけの、例えば３億８,０００万円からのお金をかけても、それでもふえる

というのはなぜなんでしょうか。ちょっとお聞かせください。 

 

有賀農村振興課長 まず、先ほど新潟県の例を出されましたが、新潟はそういった平場で水田が

多いということで、それなりに、今は基盤の整備がなされておるということで

すので、だれか農業ができなくなった場合でも、それなりにかわりにやってい

ただける方がいた場合、非常に簡単に農地が動くということだと思います。そ

れは、例えば水田であれば、先ほど委員がおっしゃったとおり機械化が可能で

あるとか、そういった条件だと思います。 

本県の中山間地域を見ますと、やはり高齢化が進んでいますので、手放した

農地をだれかが使ってくれるかということになりますと、やはり条件的に厳し

いところがございますので、次の方が引き受けていただけないというような状

況もございます。そういった中で、中山間地域の直払いの中では、集落の中の

共同利活動の中で何とか維持をしているというような状況もございます。 
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 そうはいっても、耕作放棄地、かなり率が高いという本県の状況を踏まえま

すと、その点につきましては、遅々という状況ではございます。そんなにすぐ

できるという状況ではございませんが、何とか解消を目指して、先ほどのポイ

ントを踏まえて解消を進めてまいりたいと思っています。 

 

岡委員  この農の６ページにもあるように、昨年も６億３,６００万円からの当初予算

ですね。今年度も６億３,７００万円というような形で出ているわけです。つま

り、かなりの形の中で、中山間地域、今、課長が言われますように、普通の水

田地域ではなく、中山間地が割合に耕作放棄地になる。傾斜があったり、農業

をするのに大変だから順々にふえていくんだというお考えの話だと思うんです

よ。毎年５億円も６億円もかけていて、にもかかわらずふえていくというのは、

私はどうしても理解ができないですね。私は、これだけお金をかけていただく

ということはよかったな、ありがたいなと思ってはいるんですが、実際問題と

してふえているということになると、どういうわけなんだと、何が足りないん

だと、どうすればいいんだと考えるんですね。つまり、先ほど、その前の、農

の５ページ、真ん中の２つ目の丸の中の耕作放棄地再生活用促進事業費として

６,７００万円。幾つか割ってありますけれども、建設業者に依頼をして積極的

にやっていくというお話もされましたし、今までもそういうふうな形で、企業

の農業参入を支持しますというようなことで何年かやってきているわけですね。

しかし、これが実際に功を奏していないというところに、私は問題があると思

うわけです。つまり、今回も何千万円、あるいは何億円のお金を投資しながら、

実際問題としてふえているということが、本当に、他県ではほとんど微増なん

ですね。そんなにふえていない。たくさんふえているところ、全国の中では長

崎が第１位、山梨が第２位なんですね。ワースト２ですから、それは確かにほ

かの県でもふえていることは事実だという点もありますけれども、ふえていな

いところはふえていないわけです。なおかつ、中山間地域への直接支払いで大

変なお金を出しているわけですよ。ですから、そういうことからして、今回の

中に、もうあちらこちらに、おかげさまで農の９ページにもありますし、それ

から、今、本当にあちらこちらに載せていただいています。しかし、実際問題

として、各課の横の連絡がとれていないのかどうなのか。つまり、やっぱり農

村振興課だけじゃなくて、他の課とも、あるいは他の部とも連携をとりながら、

縦割り行政だけじゃなくて横もしっかり手を組みながら、話をしながらやって

いくということが必要じゃないかと思うんですが、もう一度お聞かせください。 

 

有賀農村振興課長  まず、中山間地域と直接支払いの関係でございますが、２１年度、今年度を

もって２期対策が終わるわけでございます。関係する集落協定が全部で３９３

協定、本県にございます。その協定を行った集落の皆様にアンケートを調査い

たしましたところ、ほぼ１００％がこういった中山間の直接支払いによって耕

作放棄地がこれ以上ふえないことになったということで、今回の直接支払いは、

確かに耕作放棄地がふえているという現実はございますが、それ以上にふやさ

ないというところでかなりの効果があったと考えてございます。 

もう一点の、課の横の連携でございますが、当然農村振興課のほうで耕作放

棄地の関係をやっていますが、先ほど申しましたように担い手の関係でござい

ますとか、あるいはその基盤の関係、これは、当然、農村振興課だけでできる

話ではございませんので、それは部の中でも連絡調整をとりながら、耕作放棄

地対策を進めております。 

また、耕作放棄された中で、もう農地に戻すことが不可能、あるいは戻して

もかなりコストがかかると、そういったところについては、森林環境部のほう

とも協議をしながら、そういったものについてはもう山林に戻すといったとこ
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ろにつきましても連携をとりながらやってまいりたいと考えています。 

 

岡委員  そうですね、実際問題として、もう手がつかないようになった原野といいま

しょうか、山林的なのになっていったら、これはやっぱりもう農政の部分から

林政へしっかり話をしながらやっていくということでないと、実際問題として、

耕作面積の中へ入っていればもう率がふえてしまうことは事実なんですから、

その辺では、ぜひ横の連携もしっかりとっていただいて、私は、縦割り行政の

弊害ということをよく言わせていただいておりますけれども、それについては

ぜひ御検討ください。 

 

（リース樹園地整備支援事業費について） 

あわせてちょっと１つだけ教えてください。農の９ページで耕作放棄地管理

事業費の中のマル新、これは果樹の関係ですけれども、果樹農家へ、ＪＡ中心

に、農協中心にそれなりの対応をしていくと、先ほど御説明いただいたんです

ね。それについてもう少し具体的な話を。 

 

有賀農村振興課長 ただいま、委員から質問のございました、リース樹園地整備支援事業費でご

ざいますけれども、これは明年度からの新しい事業ということでございます。

新たに果樹農家になりたいという方がいらした場合、どうしても、やはり果樹

の場合は、就農を始める場合、他の作物に比べて、ＳＳを買ったりとか、かな

りお金がかかります。それと同時に、農地につきましても、植えつけてから収

穫するまでのやっぱり時間がかかりますので、そういった就農初期の経営安定

を図るために、ＪＡが優良品種を改植しまして、それを新たな方にリースする

ということで、就農初期の一番お金のかかるときの期間と費用を少なくすると

いう形で考えてございます。 

当然、そういった農地は、条件的に悪いところがございますので、部分的に

は、一部は耕作放棄地の活用であるとか、そういった活用も考えておりますの

で、新しい担い手に果樹農業に参画していただく場合の基盤の整備というふう

なことで支援してまいりたいということでございます。 

 

（醸造用ぶどう産地育成事業費について） 

岡委員  全くいいことだと思います。 

 それで、よく言われる言葉で、桃栗３年柿８年とか言われまして、どうも山

梨の場合には、桃もブドウもというふうな形、スモモも、と言われますけれど

も、とりわけブドウの甲州種が非常に少なくなっている。先日のマスコミ報道

の中でも、実は、私は、この間、ワインのところ、商工のところでワインにつ

いてちょっとやっていったんですが、これ以上いくとこれは農政になってしま

うということで、途中で質問をやめさせていただいた。ちょっと恥ずかしい思

いをしたんですけれども、やっぱり実際問題として、せっかくワインを知事が

トップセールスで海外へ売り込みを行ったとしても、最初のものがない、つま

り、甲州ブドウがないというふうなことになれば、ワイン醸造できないわけで

すね。そういうふうな形の中で、これもここに統計が出ておりまして、１０年

間で３分の１になってしまっていると出ているわけです。つまり、これも、国

の援農農政で、私は、その方向へ行って、県もそれに追随した、みたいなこと

だろうと思うわけでありまして、農家がつくる、例えば、生食の場合にはある

程度の金額が出るんですけども、醸造のブドウというのは非常に買いたたかれ

ちゃうんですね。そうすると、農家ももうつくりたくないとなっちゃうんです。

そういう点で、私は、甲州ワインが赤玉、赤いブドウ、あるいは大粒のブドウ、

つまり、巨峰だとか、ピオーネだとか、あるいは甲斐路だとかのほうへ転作し
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ていったほうがいいんだよと。きっと果樹の担当の方がとる方法だとも思うん

ですけれども、そういうふうな形で、県もそういうふうな指導がなされたんだ

ろうと思うんですが、その辺はどうでしょう。 

 

樋川果樹食品流通課長 甲州種についての御質問ということですけれども、醸造用と、甲州種の

場合には生食用、それから、生食用として農協を通じて市場に出荷する以外に

観光園用といいますか、あと宅配ですね、そういったいろんな用途に使われて

いる、醸造の専用ではないブドウだということでございます。 

ずっと近年輸入のワインというものが定着してきて、価格も非常に安くなっ

ている中で、メーカーからの国産原料としての需要というのが大分少なくなっ

てきたという経過の中で、価格も低くなってきているという状況の中で、価格

のいいほかの品種への転換というのがされてきたというところでございます。 

それによって、栽培面積、また生産量も年々減少してきたという状況でござ

いますけれども、こうした中で、甲州種のワインへの評価というのがここ数年

非常に高まってきているという中で、メーカーからも、非常に、増産意欲とい

うんですか、そういったことが高まってきたという状況の中で、価格も、よう

やく農家がある程度納得できるといった状況にもなってきているということも

ございます。 

ただ、その醸造用の取引については、毎年毎年上がったり下がったりという

ような中で取引をするということであれば、非常に先行きも不透明ということ

でございますので、本当に甲州種の栽培を安定的に進めるためには、いわゆる

長期に取引の協定を結ぶなり、契約栽培というような形の中でやっていけば、

安定的にも進めることができるんじゃないかということで、現在ある程度の価

格が出てきている中で契約栽培を進めていきたいということで、今回こういっ

た事業を提案させていただいたということです。 

 

岡委員  実際問題といたしまして、先ほども言いましたように、当面といいましょう

か、１０年向こうという形じゃなくて、当面、ブドウ栽培農家を救うためにと

いうふうな形の中で、３年、５年の部分で、大玉といいましょうか、ピオーネ

だとか、あるいは巨峰だとか、あるいは赤玉、つまり甲斐路だとかというふう

な形で植えかえを農家に指導していったと、私は、その間、感じているわけで

す。つまり、デラよりは巨峰のほうがいいんじゃないのと、巨峰がとれるとこ

ろは、あるいはピオーネがとれるところは、というふうな形で指導していった

経過の中で、必然的に、今の甲州種も、甲州ブドウもそういうふうな形になっ

たんだろうと、私は感じています。 

確かに甲州種の場合には、観光ブドウ園なんかもほとんどそういう部分だと

思うわけでありますけれども、しかし、実際問題として、勝沼だけではなくて、

甲府の中にでも、やっぱり甲州種についての、作付面積が減少していることは

事実と承知しています。つまり、甲府の中の東のほうの方々は、かなりの部分

で甲州種をつくっていたところが、今、現在、もう本当に、半分以下の甲州ブ

ドウ作付面積となっておると危惧しているところでありまして、そういう点で

は、今からワインをワインをと言ったとしても、間に合わないだろうと思うわ

けでありまして、その辺の取り組みについてはどういうふうに考えておられる

んでしょうか。 

 

樋川果樹食品流通課長 確かに、甲州種については、価格的に、巨峰とかピオーネとかそういっ

たものと比べると低いわけでございますけれども、ただ、甲州種につきまして

は、巨峰などに比べましても摘粒作業ですとか、そういった形で細かい手入れ

が要らないというようなこともありまして、年間の作業時間も３分の１程度で



平成２２年２月定例会農政商工観光委員会会議録（当初分②） 

 ２５ 

あると。 

１０アール当たりの作業時間が大体３分の１くらいということでありまして、

大体、キログラム当たり二百二、三十円の単価が出れば、１０アール当たり大

体手取りで２０万円程度の所得も得られるのかなというようなことで、巨峰な

どと比べて所得は低いわけですけれども、作業時間が非常に少ないという中で、

果樹の経営の中で見ますと、労力分散とかそういうことを含めますと、経営の

一部門として非常に有効なものだろうということでありまして、全く甲州その

ものが非常に難しい状況ばかりでもないと。今後、高齢化とか、あるいは兼業

化が進む中で、手のかからない品目というのは非常に大事ですので、甲州とい

うのはそういう位置づけの中で、今後ともやっぱり振興はしていかなきゃなら

ないと考えております。 

 

岡委員      生食ということであるならば、本当に手をかけなければ市販へ出せない。つ

まり、時間がかかるわけですね。それには、例えば巨峰にしろ、ピオーネにし

ろ、あるいは甲斐路にしろ、それは一緒でしょうけども、とにかく１房に何粒

ついているのか。それを１粒でも２粒でもというか、多くつけ過ぎると問題に

なる。市販の場合でも、このキロ数でなくちゃだめだということ。あるいは、

粒数にして幾粒ですよというふうな形の中ですね。しかし、甲州の場合には、

生食でなければそういうことは、病気だとかそういうふうなことがなければ、

ワイン醸造のほうではしっかり買っていただけると聞いているわけでして、昔

のように悪かろう安かろうの甲州ブドウというのが、今、甲州をつくっている

人たちはそんなことはないんですね。しっかりした、立派な、ちゃんとした生

食でも使えるような甲州ブドウをつくっているわけです。で、ワイン工場へ持

っていっているわけですから、そういう点では、昔のようにもう食べた残りを

醸造会社へ持っていくというふうなことはないわけですから、そういう点では、

私はちゃんとした指導をすることによって、私は、ワインを売ることによって、

農家の、つまり甲州ブドウをつくっている人たちの所得を上げていくことが大

切だと思うわけです。ワイン会社がワインを売ることによって、増益、収益が

上がるのも大切かもしれませんけども、僕らからするならば、やっぱり農家の、

つくっている人たちの所得も上げてやるために努力することが大切ではないか

というふうに思うわけでして、できましたら、ぜひそういう点での甲州ブドウ

をつくっている人たち、耕作者の支援を、積極的な対応をしていただきたいな

と思うわけです。 

そういう点で、農１２ページの、これはマル新ですけれども、これは、多分、

緊急雇用とありますから、ことしの現政権の施策にのって、そしてやっていた

だけるのかなと思うんですが、その辺についてもう一度ちょっと詳しくお願い

します。 

 

樋川果樹食品流通課長 １２ページのマル新の醸造用ぶどう試験ほ場管理事業費につきましては、

これにつきましては、実はワインの量の問題じゃなくて質の問題ということで、

高品質な醸造用のブドウを生産していこうという事業を進めておりまして、そ

の一環といたしまして、北杜市の明野に専用圃場を設けまして、そこで、醸造

用ブドウのいろんな高品質化に向けた栽培技術の確立ということで、棚仕立て

がいいのか、垣根仕立てがいいのか、それから、長目に切って、いわゆる剪定

するのがいいか、短目に剪定するのがいいのか、とか、台木をどういうふうに

するのか、とか、そういった試験をやっておりまして、その試験のいろんな区

がありまして、そこの管理を適切に進めるために緊急雇用ということで１名雇

用いたしまして、そこの圃場の管理を進めるという事業でございます。 

委員から御指摘いただきました事業につきましては、１３ページ、農１３ペ
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ージのほうの３番目のマル新、醸造用ぶどう産地育成事業費でございます。こ

の事業につきましては、先ほど来話がありますように、醸造用ブドウの生産の

中で、甲州種を中心といたしまして、さらにその醸造用ブドウの産地の育成を

図っていくということで、特に農家が安心してつくれるように、長期で安定的

な取引が保証されるという意味合いで契約栽培ということを進めたいというこ

とで、その契約栽培を前提として、農家と醸造メーカーのほうがお互いの信頼

のもとに醸造用のブドウを栽培していくということを進めるための、苗木です

とか、あるいは、棚をかける場合には棚の資材費ですとか、そういったものに

ついての助成をしていくという事業でございます。 

 

岡委員  １名というのは、かなりのプロですね。今、全国ワインコンクールなんかで

金賞なんかをとるのは、長野だとか北海道とかと言われているわけですね。で

すから、そういうふうなところのブドウ品種、あるいは、複合系のブドウ品種、

言うならば、甲州ブドウではないブドウを試験していくと、こういうことなん

でしょうかね。その中には、だから、甲州種は入っていないということですよ

ね。 

 

樋川果樹食品流通課長 そこの圃場で、甲州とともに醸造用の専用の品種も含めて管理を行って

おりまして、山梨にあります果樹試験場の試験圃として管理をしているという

ことで、そこの具体的な管理の仕方につきましては、果樹試験場の指導のもと

にそれを実施するということでございます。 

 

岡委員  わかりました。ちょうど１３ページの附せんがくっついていて、ここも聞か

なきゃいかんところだったんですが、今御説明いただいて聞きましたので、こ

れ以上質問はいたしません。 

 

（果樹生産指導費について） 

１６ページ、果樹生産指導費の分で戦略事業費の中に幾つか、１、２、３、

４、５と入っているわけでありますけれども、この１５ページのところでは、

香港を初めとしてというふうな形、あるいは、次の１６ページでは、４のマル

新の海外販売戦略展開事業ということで、先ほどの御説明では、台湾、香港、

マレーシア、シンガポールというふうなお話もたしか承ったわけでありますけ

れども、これらについて、先ほどもお話をしていただきましたが、実は、昨年、

フォーラム政新は、香港のデパート、あるいはスーパーなんかを視察してまい

りました。その中で、見てきた中では、山梨のブドウというのはないんですね。

つまり、そこにあったのは、例えば、栃木のとちおとめだとか、あるいは福岡

のあまおう、イチゴですね。そういうふうな形で、イチゴだとか、あるいはお

米もコシヒカリだとかいろいろなものが入っていました。ところが、山梨のブ

ドウも桃もスモモも、時期的な問題はありましたかもしれませんけども、昨年

の３月の段階で行ったんですけれども、その中では、私たちは、井上さんとい

う方が一生懸命真剣に、デパートにしろ、あるいは百貨店にしろ連れて行って

いただきまして調査をさせていただいたのでありますけれども、その中に山梨

のものが入っていないという点では非常に残念でありましたし、盛んに福岡の

ＪＡの人たちが売り込みをしていました。 

そういうふうなことの中で、山梨がそういうふうな形で一生懸命売り込みを

するようでありましたけれども、ブランドがとれる望みはどうなんでしょうか。 

 

河野農産物販売戦略室長 今、先生御質問のとおり、やはり輸出をする場合にはブランドを前面

に出して輸出していくのが非常に大事だと考えております。そういう中で、農
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の１５ページの果樹王国やまなし輸出戦略事業費の中の１番の輸出戦略推進事

業費の中におきまして、今年度から、山梨県の範囲の果物に張るマークを作成

しております。今年度からは、山梨県産のものにつきましては、香港、台湾に

おきましては１００％近く、そのマークを添付したものが店頭に並んで評判を

得ているというような状況でございます。 

 

岡委員  そうすると、今度は山梨という言葉が入るんでしょうか。それとも、そのロ

ゴマークは、見れば一度でこれは山梨だとわかるような、例えば富士山の形を

しているとか、そういうふうな形の、何かわかるような、山梨という言葉が入

るのかどうか。 

 

河野農産物販売戦略室長 実は、このマークにつきましては、国のマークを準用させていただく

中で、国のジャパン・フルーツというマークを母体にしまして、その周りに富

士の国やまなしの果物というロゴを書いたものを張っております。 

 

岡委員  わかりました。 

実は、昨年行ったときも、このブドウは間違いなく山梨から来ているブドウ

だということは、その香港の駐在員の井上所長さんが説明してくれたんですね。

ところが、山梨から来ていることは事実なんだけれども、このブドウは日本の

ブドウとなっているんですね。つまり、桃もそうなんですけれども、岡山の桃

は岡山の桃なんですね。ところが、ほかにいい桃があっても、それは日本の桃

なんです。山梨の桃じゃなかったんですね。そういう点で、そこではやっぱり

山梨というロゴか、ブランドというか、そういうふうな形で出していくと。も

う、味が一味、二味違うということになれば、向こうの方々というのは、今非

常に上層といいましょうか、グレードの高い人たちがいるわけであります。と

りわけ、スーパーの値段よりは百貨店の値段のほうがずっと高いんですね。だ

から、そういうふうなことを含めて、私たちはやっぱりこういうところへはこ

ういうふうなものを売り込まなきゃだめなんだということを調査させていただ

いた経過でございますが、そういう点では、ことしからというふうなことで、

ぜひ積極的に山梨という名称を入れていっていただいて、積極的な販売活動、

輸出活動をぜひひとつしていただきたい。 

お願いして終わります。 

 

（農業協力隊推進事業費について） 

浅川委員  質問も短くしますから、回答も短くしてください。 

今、岡先生のほうから耕作放棄地についてかなりの質問がありまして、実は、

私もそっちをやりたかったんですが、耕作放棄地と担い手対策は、多分、イコ

ールじゃないと、私は思っております。そうした中で、例の菅原文太さんをコ

ーディネーターにした農業協力隊が、今回、２４人認定されて、去年の１０月

から動き出していて、この間、実は発表会を見てきたわけでありますが、こと

しまた新たに１０人というようなことを聞いておりまして、これから何年続け

ていくのか、その辺の考えを教えていただきたいと思っています。 

 

有賀農村振興課長 農業協力隊推進事業につきましては、本年度、２１年度に募集をした隊員に

つきましても、来年募集いたします隊員も、２３年度いっぱいとなります。で

すのであと２年間、丸２年間と考えていただきたいと思います。 

 

浅川委員  丸２年間ということは、２４プラス１０ということですか。さらに１０とい

うことですか。トータルで４４になるということですか。 
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有賀農村振興課長 それにつきましては、今年度の募集した隊員が２４名で、それから、来年度

１０名ということです。 

 

浅川委員  ３４名で、３年間、続けるということですか。 

 

有賀農村振興課長 今年度募集をかけた隊員は１０月からですので、おおむね２年と半年です。

来年新たに募集いたします１０名につきましては、年度ちょっと１カ月か２カ

月、時間はかかると思いますけれども、丸２年というふうになります。 

 

浅川委員  この間、実は県民文化ホールで７００人ぐらいの方の中で、体験発表をされ

ておりました。本当にすばらしい人たちだなというふうに感じたわけでありま

すが、実は、ちょっと、雇い入れていると言うか、着地しているところの農家

の人たちからの意見がありまして、実は３年の中で優秀な生徒を早く現場に出

したいと、要するにそういう意見があって、ちょっと県のほうにも相談したな

んて話を聞いています。その辺についてちょっと、どういう話があったのか。 

 

有賀農村振興課長 農業協力隊につきましては、農業に興味はあるかもしれませんけれども、農

業に、実質、技術的に農業をやったことがないという方を念頭に置いています

ので、２年から３年ぐらいという時間を考えてございますが、来られる方によ

ってはもう既にどこかで農業の体験をしたとか、そういった農業の基礎技術を

持っておられる方がいらっしゃいます。そういった方につきましては、それは

一日も早く、御本人が独立したいということであれば、私どももそういったこ

とについては、独立を早くということであれば独立していただくという方向で

考えております。 

 

浅川委員  非常にありがたいことです。 

実は、卒業した後、新たに、例えば３人いれば３人卒業、中途で、期間が２

年であれば２年間じゃなくて１年で出ていく場合に、新たにさらに生徒をそこ

へ入れて養成していくのか。その辺についてはどうですか。 

 

有賀農村振興課長 そこにつきましては、今のところ、補充ということは考えてございません。 

 

浅川委員  実は、多分、かなり有名なところでございますけど、多くのそういう人たち

を育てて、今、送り出している事業所がありまして、その事業所のほうは、う

ちのほうはもうどんどん待っているよと、できればそういう形の中で、次に１

年なり半年なりの流れの中で受け入れをしてくれればいいというふうな申し入

れをしたらしいですけど、余り話にのってくれなかったというようなことを聞

いておりますので、せっかくすばらしい、機関というか、法人でございますし、

もう過去２０年以上、そういう歴史を持って取り組んでおりますので、その辺

はちょっと前向きに検討材料にしていただければいいのかなと感じております

ので、検討していただきたいと。これは要望でいいです。 

 

 

（農業大学校費について） 

続きまして、ちょっと課が変わりますけど、実は、担い手という観点から、

もう一つ、農業大学校のほうに、職業訓練科というんですか、三、四年ぐらい

前から、学科以外に、定年退職したとか、特に農業に意志がある、意欲のある

人たちを面倒見ているところがありますね。これについて、過去、何年で何人
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くらいの卒業生を出したか教えていただけますか。 

 

赤池農業技術課長 農業大学校で、職業訓練科というのがございまして、ここは職業訓練でござ

いますので、会社を中途でやめた方等、そういった方を研修していただいて農

業を体験していただくという施設でございますけれども、１８、１９年度、こ

れは実績がございますけれども、１８年度の訓練生２０名、そのうち１７名が

修了してございますし、１９年度は２０名ほどの訓練生が修了しています。そ

ういう数字が、今、手元にございます。 

 

浅川委員  実は、先月の２６日ですか、たしか卒業式があったんですよね。それで、あ

る卒業生からちょっとお話を聞くことができたんですが、この課程を出た中で、

今まで、就業している人がどのぐらいいるのかという話を聞いて、私どもは、

本当に意欲を持っている人たちがあそこで勉強しているし、認定農家等、それ

から、機械の免許等もあそこで取れるんですよね、大型の機械とか。その辺が

どういう状態になっているのか、後ろに戻っての卒業生が何人ぐらいいて、ど

の程度の人たちが、実際、就業しているのかを、ちょっと知りたかったんです

けど。 

 

赤池農業技術課長 今の１８年、１９年で申し上げますと、１９年は、今、申し上げました、１

７名が終了しておりまして、そのうち就農している方でございますが、１７の

うち１２人が就農してございます。１９年度につきましては２０名修了してお

りますが、そのうちの１８名が就農しております。 

 

浅川委員  多分、近年は２０人よりもっと多くの人たちが応募しているんですよね。 

 

赤池農業技術課長 職業訓練のほうは募集人員をふやしているんです。ことしは４０名募集した

ところでございます。そうしたら、そこへ８０名以上の応募がございました。

非常に農業に対する関心が高まっておりまして、そこで、せっかくやりたいと

いう人が多いわけでございますので、２１年度は枠をふやして、さらに２０名

ふやしたところです。ですから、従来の４０名の枠のところへプラス２０名に

して６０名の枠にして、今度卒業していただくもので、これはまた来年も同じ

ように応募があると思われますので、やはり６０名でいきたいということでご

ざいます。 

 

浅川委員  そこで要望なんですが、卒業生はそこでかなり教育して、かなり意欲を持っ

たままなんですが、修了後の、要するにバックデータみたいなのはとっていな

いですよね。 

 

赤池農業技術課長 ことし、これからの、今、卒業した方については、ちょっと手元にはありま

せん。今、先ほどの１８年度のものしか手元にございません。 

 

浅川委員  というのは、意欲を持って、修了した後、働く条件の立地の場所等をもう少

しそこで具体的に教えてあげたり、そういう振り分けをしていただければ、も

う少し定着するというお話を卒業生から聞いたんですけど、その辺について、

今後、どのように思っている、考えているのか。 

 

笹本農政部長  訓練科のほうで、結構今の話のように就職率がいいという状況がございます。

それぞれ本人の希望もございますけれども、確かに先生のおっしゃるように、

後の、入学する人とか、そういうことを考えれば、実際、農業大学校なり、訓
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練科の卒業生がどこに就職したとか、どんな方向に進んでいるかというのは、

多分、農業大学校なり訓練科を選ぶときの１つの要素になるかと思いますので、

今後については、その後の状況について、また、追って調査して、整理してい

きたいと思っております。 

 

赤池農業技術課長 先ほどの２０年度の実績ですが、２０年度は訓練生４０名、先ほど申し上げ

ました４０名の枠の中、そのうち３８名終了しまして、３２名が就農したとこ

ろです。 

 

（果樹生産指導費について） 

浅川委員  ありがとうございました。 

あとちょっと。ページがちょっと、今、わからないんですが、岡先生が先ほ

どワインの話をしたんですが、私もこの前ちょっと同じような説明をさせてい

ただきました。このワインに関しては、知事がトップセールスだとかいろんな

形で県産ワインということで一生懸命売り込みをしているんですが、見えない

ところが１個あるんです。 

実は、私はよくワインを飲まないからわからないんですが、西洋種と言われ

ているメルローだとか、カベルネ・ソーヴィニヨンとかというのと、あとは先

ほどお話になっている甲州種があります。甲州種については、もう峡東の方た

ちがかなりいるからですけど、気候的な部分からかなり無理があるんじゃない

かという話も、実は、聞かれる中で、明野あたりに、（グレイスワインの）三澤

さんあたりがかなり甲州種を植えられていますよね。これから、県が本当にこ

のワインに対して力を入れていくのは、甲州なのか、そういう外来種も含めた、

ただの県産のワインということで売るのか。その辺を明確にしていかないと、

やっぱり戦略にはならないんじゃないかと思いますが。 

 

樋川果樹食品流通課長 県内の醸造用の原料として使われているのは、大体甲州種、それからベ

リーＡがかなり面積的には多いと。そのほか、先ほど言われましたようなカベ

ルネ・ソーヴィニヨンですとか、メルローですとか、シャルドネとか、そうい

った醸造用にしか使えない専用種でありまして、甲州種につきましては、全部

で４００ヘクタール強の面積があるんですが、そのうちの４割程度が醸造用に

回っているんじゃないかと。ベリーＡにつきましても、大体全体で１４０ヘク

タールぐらいあるんですけれども、そのうちの６０ヘクタールぐらいが醸造用

に回っているんじゃないかという状況でございます。 

専用品種につきましては、メーカーさんで、自前の圃場を、今、つくってい

るものがあったりしまして、なかなか全体の面積がつかみにくいんですけれど

も、１００ヘクタールぐらいあるんじゃないかと思います。 

山梨県といたしましては、やはり地域の固有の品種でありますし、千年以上

の伝統的な品種ということでございますので、当然甲州種につきましては今後

残していく、それを中心にやっていくという必要があるかと考えています。 

 

浅川委員  私が危惧しているのは、甲州種は、まごまごしていると、甲州が産地じゃな

くて塩尻あたりにとられちゃうじゃないかということをちょっと聞いたんです。

山梨の某ワインメーカーが、塩尻に３町歩ぐらい甲州を植えましたよ。知って

いますか。 

 

樋川果樹食品流通課長 詳しい話は承知していないんですけれども、ミレジムという会社の中で

そういったプロジェクトが進められているというような話をちょっと聞いたこ

とがあります。 
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浅川委員  完全に温暖化の影響で、皆さん御承知のとおり、もう山梨の果樹王国がかな

り危ないところまで来ていますよね。そういった中で、リレー栽培というんで

すか、高いところへかなり来ているわけですから、その辺を踏まえる中では、

少なくても、今、標高８００ｍの私の住む北杜の津金というところでも、外来

種ですけどおいしい赤ワインができているんですよ。そういうことも含めてい

くと、かなり戦略的に、甲州でいくのか、その辺をきちっとしていかないと、

生産者についても、例えば、今、耕地課長が一生懸命頑張って、北杜の３町歩

ばかりのワインの畑を、ことしの６月ぐらいに植えつけるんですが、きちんと

していかないと、生産者等々にもやはり迷いが生じるんだろうと思いますので、

やっぱり山梨県のワインの戦略というものを明確にしていっていただきたいと

思います。 

答えはこれは結構です。 

 

（鳥獣害防止対策総合実践事業費について） 

もう一つ。どうしても、この獣害対策、私どもは山つきに住んでいますので、

耕作放棄地、それから限界集落、この中の獣害が本当に喫緊の課題です。やっ

ぱり、どうも見ていると、県の対策等々も横並びで、被害者意識みたいな部分

だけで獣害対策が行われているんじゃないかなと思うんです。もう少し、だか

ら全体的な、総合的な鳥獣害に対する対策がありましたら。 

 

笹本農政部長  鳥獣害の被害が毎年２億円近く起きていると。まず、この二、三年は若干落

ちつくかなという感じがいたします。 

先生がおっしゃるように、農政部ばかりでなくて、やはりその捕獲管理とい

うか、そういう面も非常に重要だと思いますので、森林環境部と連携しながら、

まず１点きちっとやっていくことが大事なんだろうと思っています。 

中山間地域の里山地帯の森林の整備、それから、農政部の関係の整備、その

辺と、あとはハード的には、中山間事業なんかで、相当、柵を入れているんで

すけれども、やはり、地域の取り組みにしても大事ですので、それが、ことし

から、今まで国の直接採択だったんですけども、今回、県の補助金ということ

で、６,０００万円ほど枠を組みましたので、市町村を指導しながらやっていき

たいと考えています。 

 

（耕作放棄地対象発生防止基盤整備事業費について） 

樋口委員  もう耕作放棄地は大勢の方が言われましたけど、私はハードのほうで１本だ

け質問させてもらいます。 

農の４５ページ、新規事業の耕作放棄地解消・発生防止基盤整備事業費９,

４５０万円ですけれども、具体的な事業の内容と、特に放棄地発生防止と出て

おりますから、その辺について事業内容をちょっと詳しく。 

 

加藤耕地課長  この事業の目的は、先ほど岡委員のほうから話がございましたときに農村振

興課長が答えておりましたが、担い手がいない、また、つくるものが今はない、

生産基盤がうまく整備できていないというようなことで、三重苦のような格好

の中で、非常に耕作放棄地がふえてきたというようなことで、そういう中にお

きまして、国のほうでは、２００７年の骨太の方針の中におきまして、５年後

の農業上重要な地域において耕作放棄地をゼロにするというような非常に大き

な施策目標を掲げまして、それに呼応する形で、今回、この非常に長い事業名

でございますが、農道整備や水路整備、圃場整備等を中心とした基盤整備を契

機として耕作放棄地を解消したり、また、発生を未然に防ぐというようなこと
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で、今までとちょっと視点を変えた取り組みということで始まったわけでござ

います。 

この事業ができるところでは、一応、耕作放棄地が６％ぐらい。受益など６％

が耕作放棄地で、なおかつそれを完全に解決、解消するということが目標でご

ざいますので、そういうところが今回は対象となっております。 

 

樋口委員  力強い答弁をもらいました。 

この事業が採択される、実施できる土地というか、地域というのはどういう

要件、今、耕作放棄地が６％とおっしゃいましたが、その広さとか、地形とか、

そういった要件はどうなっていますか。 

 

加藤耕地課長  基本的には農振の農用地であるということが大前提でございます。あとは、

今回の場合でございますと２カ所、白州町と韮崎市大草で今回やるわけでござ

いますが、事業エリアが２０ヘクタール以上あるということが大前提でござい

ます。 

 

樋口委員  この２つの地区は、確実にもう放棄地じゃなくなりますので、どういうもの

をつくるんですか。 

 

加藤耕地課長  今回、先ほど言った白州と大草で取り組む予定をしてございまして、白州の

ほうは山芋、サツマイモ等、また、大草のほうでは葉物類ということで、今、

栽培のほうを考えております。 

 

樋口委員  先ほども両輪だというお話もありました、担い手確保対策、これについては

ここではどういうような取り組みをするんですか。 

 

加藤耕地課長  この事業は、ハード事業でございまして、うちの方でハードを整備しまして

も、最初の要因でございます担い手、何をつくるか、基盤と、３つありまして、

基盤と作物については先ほどお話をしましたが、担い手の確保につきましては、

当然、地域の方々が、先ほど言いました圃場整備等をやった関係で、時間的に

も省力化ができるということで、そういう方々が規模を拡大する方法が１つご

ざいます。 

もう一つは、新たに農業へ参入していただく。先ほど、農業技術課長から話

がございました、新しく就農する方、その中には特に企業の方々を中心に考え

ていきたいと考えています。 

 

（農地環境整備事業費及び耕作放棄地等再生整備支援事業費について） 

樋口委員  まさに、先ほど何人かの委員から、他業種からの転換という話もありました

し、新規就農ということで、ぜひこの事業が成功することを祈りますけれども、

新規事業としては、耕地課としてこれが目立ちますけれども、これが成功すれ

ば、またいいモデルとなっていろいろ進んでいくと思いますけれども、新年度

はこの事業のほかに、似たような、耕作放棄地の解消事業がありますか。 

 

加藤耕地課長  耕地課のほうでは、全く同じではございませんが、今、４５ページのマル新

の、耕作放棄地のものについて御質問していただきましたけれども、その２つ

上に農地環境整備事業という９,４５０万円がございますが、三富地区ほか１地

区という、この事業がまさしく同じ考え方で、これも耕作放棄地を解消しよう

という事業なんですが、違いは、先ほどは、耕作放棄地はすべて営農に使うと

いう話をさせていただきましたが、この農地環境整備事業というのは、農地と
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して使うところと、山に返すというところを区分けすると。その２つの、要す

るに農業生産を行う生産エリアと、農地を保全して山に返すという場所の２つ

に分けて整備をするということで、目的は同じなんですが、整備の手法が違う

と。 

それ以外には、県単独の補助金のほうで、４７ページの丸の下から２つ目に

ございます、耕作放棄地等再生整備支援事業、５,０００万円でございますが、

これは、市町村等へ補助金を流して、市町村が耕作放棄地を解消していただく

というような格好でございます。 

 

樋口委員  最後にしますけど、やまなし農業ルネサンス大綱で、さっき岡先生が言って

いた１４.７％を、２８年度までに６.２％まで下げていくとしているようです。

また、さっき課長が言われた、国が、５年程度をめどに農業上重要な地域を中

心に耕作放棄地ゼロを目指すというような政策目標を掲げたことにあわせて、

本県も２４年度までに、２８年じゃなくて２４年度までに６.２％にするという、

前倒そうと努めているということですけれども、まさにそれぞれの課がいろい

ろな対策をされているということで、県政の中ではもう最重要課題というか、

大変優先度の高い、耕作放棄地対策、あるいは担い手確保対策だと思いますの

で、市町村と連動するといいますか、いいモデルになって、いろいろな取り組

み、今まで出てきた取り組みが本当に実施、実行されて、その地域の活性化や

農業の活性化につながればいいかなと思っております。そんなことを県として

市町村に働きかけていくというようなことも非常に重要だと思いますけれども、

最後にそれをお聞きしたいと思います。 

 

加藤耕地課長  この最後の分野は、農村振興課のほうの話になるかもしれませんけども、一

応、うちのほうもハードをしている課でございますが、先ほどお話もしました

ように、担い手確保等の両輪の中でやっていくということで、岡委員からもお

話がございましたように、ワースト２を少しでも減らすように努力していきた

いという格好で、市町村とも連携して精いっぱい頑張りますので、よろしくお

願いします。 

 

（新たな水田農業確立推進事業費について） 

大沢委員  １つ伺いたいと思うんですが、ようやく見つかった、これは農の２７ページ、

新たな水田農業確立推進事業費というのがあるんですが、この中で、各産地が

実施する転作作物、加工用米等の栽培等の取り組みに対して支援するとありま

すが、これは、加工用米というのは、来年の７月から実施されます、米トレー

サビリティーという難しい言葉がありますが、これのことなんですか。 

 

深沢花き農水産課長 加工用米につきましては、米粉用米ですとか、あるいは、酒のかけ米とい

う形で使うような形の米でございます。 

トレーサビリティーにつきましては、これからやっていくわけですけども、

すべての米の生産履歴をしっかりしていこうというふうなことでやっておりま

すので、加工用米も含めて対象になろうかと思っております。 

 

大沢委員  ちょっと意味がわからないんですよね。米粉のと加工用米は違うんだよね、

来年の７月から施行されるものは。そうでしょう。今度は、米製品は産地を表

示しなきゃいけないんだよね。それのことを言っているんだよね。そうしなき

ゃ、今、スーパーなんかへ行っても、野菜だとかは、いわゆる外国産のものを

みんな避けますよね。そういうことで、来年から、今度は、例えばお菓子とか、

産地が表示されると、外国産の表示なら買わなくなるというふうなことなので、
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国産の米を、ということなんですよね。私も米をつくっているから、最初から

減反に反対だったんですが、各地を歩いても、休耕してある土地が多いんだよ

ね。休耕がいつの間にか耕作放棄地になっちゃうんだよ。それで、何とかしな

きゃ困るというようなことで、今、農家は、新たに出てきた、来年の７月から

のこれに対して非常に興味を持っているんですよ。これが、今、理解されてい

ないとなると、今から各市町村へ……。これで見ると、補助先が市町村へとい

うふうなことがあるんだけど、これを、市町村へ、どういうふうな説明をして

いくのか。今から取り組んでいかなければ。農家の人たちは、じゃ、米をつく

れば、ちょっとは安いけれども、加工用米をつくれば助かるというふうなこと

になると思うんですが。今の解釈、米粉と加工米とはちょっと違うんだよね。

この辺はどうですか。 

 

深沢花き農水産課長 加工用米の中に米粉も含まれるということになります。 

 

大沢委員  おかしい。 

米粉という場合には、新規需要米と言うんだよね。それで、お菓子とかそう

いうものについては、あれは加工米なんだよ。だから、新規需要米は１０アー

ル当たり８万円の助成が出るんだよね。しかし、この加工用米の場合には、戸

別補償制度の定額助成１万５,０００円のほかに１０アール当たり２万円の助

成が出るという、これだけの違いがあるんだよね。だから、米粉と加工米と違

うんだよ。その辺の解釈がちょっとどこかおかしいところがある。 

 

深沢花き農水産課長 申しわけございません。委員のおっしゃるとおりで、米粉は新規需要米と

いうふうな形の中で、水田利活用推進事業の中では助成金として８万円が出さ

れるというふうなことで、１つは区別がされております。 

 

大沢委員  そんなことで、ぜひ農家の人たちもこれに期待する人もあると思うんですよ。

ですから、各市町村へご説明していただいて、農家の人たちが、田んぼがあい

て困っているというようなときは米がつくれるような形をつくっていただきた

いということことを要望しておきます。 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり賛成すべきものと決定した。 

 

 

※第２２号  平成２２年度山梨県農業改良資金特別会計予算 

 

質疑      なし 

 

討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり賛成すべきものと決定した。 

 

 

※第３６号  県営土地改良事業施行に伴う市町村負担の件 

 

質疑      なし 
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討論      なし 

 

採決      全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※所管事項 

 

質疑 

 

（戸別所得補償制度について） 

安本委員   質問に入ります前に、前回の定例会で、委員会だったと思いますけれども、

国の事業仕分けによりまして農道整備事業が廃止というようなコメントが、荒

地的には終わったというようなコメントがありまして、非常に、山梨県で８割、

９割できていた農道が凍結されたらどうなるんだろうというふうな質問をさせ

ていただきましたけれども、部長のほうからも、あらゆる機会を通じて国に要

望すると、完成できるまで頑張るという答弁をいただきまして、今年度の補正

予算にものっておりますので、非常に安心はしております。やっぱり、地方の

それぞれの意見をしっかりと踏まえた上で事業仕分けをやってもらいたいなと

いうふうに思っておりましたので、これからもいろんなことで東京中心の意見

というようなものも出てくるかもしれませんけれども、頑張っていただいて。

ありがとうございましたと御礼を申し上げたいと思います。 

伺いたいのは、これも、新政権になりまして、戸別所得補償制度、平成２２

年度はそのモデル事業が実施されるわけですけれども、昨年末に、農水大臣か

ら、戸別所得補償制度による農政の大転換の第一歩であるというコメントも出

されております。これは、国が直接交付をする事業ですので、なかなか私たち

県のほうに細かい情報も伝わってきませんし、私の勉強不足かもしれませんけ

れども、何点かわからないところがありまして、このことについてお伺いをさ

せていただきたいと思います。 

初めに、この制度の目的、ねらいといいますか、概要について、簡単に御説

明をお願いしたいと思います。 

 

深沢花き農水産課長 戸別所得補償制度の目的ということでございますけれども、水田農業を継

続できる環境を整えることということを大きな目的としておりまして、その中

で、生産費と販売価格の差額を交付する、米戸別所得補償モデル事業と、もう

一つは水田を有効利用して、麦、大豆等の作物を行った農家に一律の助成金を

交付する水田利活用自給力向上事業の２つで構成されております。 

 

安本委員  特に、米戸別所得補償モデル事業のほうについてお伺いをしたいと思います

けれども、これには、生産数量目標に即した生産を行った販売農家とあります

けれども、私は、販売農家ってなかなか判断しづらいのかなという思いもある

わけですけれども、販売農家という定義についてお伺いします。 

 

深沢花き農水産課長 この制度で言いますところの販売農家につきましては、水稲共済農家とい

うことを基本としております。 

水稲共済に加入している農家につきましては、収量減等が起きた場合にも、

水稲共済での補完というふうなことで備えているということで、水稲共済の加

入者を基本としております。 

それから、未加入の農家も当然ありますので、そういう農家の方々につきま

しては、農協ですとか、あるいは米の販売業者等への販売出荷伝票、販売伝票
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といったものを計画のときに一緒に提出していただいて、それを対象にすると

いうことでございます。 

 

安本委員  そうすると、このモデル事業の対象となる農家数というのが出てくると思う

んですけれども、生産数量目標に即した販売農家という、この数なんですけれ

ども、県内の農家数が幾つあって、大体どれぐらいの農家が対象になるのか。

また、山梨県全体において定額１万５,０００円という話も出ておりますけれど

も、もし交付見込み額がわかれば、教えていただきたいと思います。 

 

深沢花き農水産課長 交付見込みの関係ということでございますけど、平成２１年度の水稲の作

付農家というふうなものを基本に、単純に試算をしてみますと、水稲の作付農

家が、平成２１年度に約２万戸ございます。作付面積５,２５０ヘクタールの水

稲がつくられているわけです。それから、国は、今回の制度の中で、自家消費

分ということで、一律１０アールを控除しますと言っておりますので、それを

控除しますと、農家数で約１万５,０００戸、面積でおよそ単純に計算しますと

３,０００ヘクタールぐらいが、試算上は出てきます。金額につきましても、そ

れに１万５,０００円ということですから、全体では４億５,０００万円ぐらい

の金額になるんじゃないかと。これはあくまでも試算の上での部分ですけども、

そんな感じです。 

 

安本委員  国が主体だと思いますけれども、県はこの事業にはどうかかわっていかれる

んでしょうか。 

 

深沢花き農水産課長 戸別補償制度につきまして、国が主体的に行うということで、特に助成金

の交付についても、国から直接農家の口座に支払いをしていくというふうなこ

とを言っております。そういうことですけども、県としましては、県の水田農

業推進協議会と一緒に連携をとりながら、市町村ですとか、農協、あるいは農

業者等に制度を普及していこうということ、あるいは、各市町村ごとで持って

おります地域水田協議会への指導を行いながら事業が円滑にできるように説明

等をしているところでございます。 

 

安本委員  制度が新しい制度ですので、農家の方たちはなかなか内容がわからないとこ

ろも多いのではないかと思います。特に、生産数量目標の割り当てなんかもど

うなるのか、しっかりと現場のほうに伝わっていかないと、農家の方たちは、

期待されていると思いますけれども、早く教えてほしいというような要望も届

いてきておりますので、農務事務所のほうで、説明会とかを実施されたという

報道も聞いておりますけれども、説明会の実施ですとか、それから、今、生産

数量目標の割り当ての提示はどの辺まで進んでいるのかということと、今後の

申請、それから交付のスケジュールについてわかっておりましたらお願いしま

す。 

 

深沢花き農水産課長 説明会等についてということでございますけども、地域ごとに説明会等も

行えということで、説明会につきましては、農政事務所、あるいは県の水田協

と一緒になりながら、昨年の１２月から数回にわたり、行ってきております。

特に、農務事務所単位での説明会等も行っております。 

それから、生産目標数量につきましては、市町村のほうで、現在、各農家へ

の配分という部分について準備をしているということで、３月中旬以降、それ

ぞれの市町村で農家たちのほうに配分をしていくということです。 

それから、モデル事業に対する交付金の申請等というふうなことだと思いま
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すけれども、この制度につきましては、一応、６月末までに、市町村の協議会

を通して国の農政事務所のほうに、制度への加入申請を行っていただくという

のが１つございます。その後、実際の水稲の作付等の確認を経て、１０月に交

付金の申請をしていただくと。で、１２月以降に交付金が支払われると、今の

ところそんなような予定で行われると、国のほうから聞いております。 

 

安本委員  このモデル事業が推進されるについて、２点ほどちょっと懸念をしていると

ころもあります。 

１つは、県は、ルネサンス大綱の中でも、集落営農組織を育成しているとい

うことで承知していますけれども、この事業ですとか、先ほど大沢委員のほう

からもありましたけども、水田利活用自給力向上事業、生産調整に協力しなく

ても米以外のものについては、先ほども８万円とありましたけれども、助成さ

れるということで、こういった事業が実施されると、全国のニュースでも集落

営農の推進に影響が出ているというような話もありましたが、こういう懸念に

対して、私もどうなのかなと、率直ちょっとわからないんですけれども、県と

してはどういうふうに考えられているんでしょうか。 

 

深沢花き農水産課長 本県の米農家というのは、やはり経営規模が小さいという部分があります。

それから、高齢化が進んでいるというふうなことがありまして、農産業受託で

すとか、農地の集積をしながら、集落営農の推進を、組織育成というふうなこ

とをやってきたわけです。米の戸別補償モデル事業につきましては、全国一律

で１万５,０００円の交付金が交付されるということでございます。集落営農で

作業を集約して効率的な経営を行うとか、あるいはコストを下げるとかという

ふうなことをやっていくことによって、個人経営よりも交付金のメリットとい

うのは大きくなるのではないかと考えております。 

 

安本委員  集落営農組織を育成していくということについては、これまでどおり、しっ

かりと取り組んでいかれるということでよろしいでしょうか。 

 

深沢花き農水産課長 集落営農の関係につきましては、従来どおり、組織育成に取り組んでいき

たいと考えております。 

 

安本委員  最後に、現在、モデル事業は米ですけれども、いろんなところから、米以外

の本格実施について、作物への拡大を望む声があります。先ほどからの説明を

伺っておりますと、この事業は、簡単に言いますと、生産に要する経費と販売

価格の差を補償する制度ということですので、赤字を補てんするということか

なと思いますが、そうしますと、本県の農業の他の主要品目であります、果樹

とか、野菜とか、それから花きなどについては、この事業に該当するのかなと

いう心配にもなっております。県で答えられることではないかもしれませんけ

れども、国から、今後、来年度、再来年度以降の米以外の作物への拡大につい

てはどのように聞かれているのかお伺いします。 

 

杉山農政総務課長 米以外の品目への拡大という御質問ですけども、国で、今、食料・農業・農

村政策審議会というふうなものを開いたりしておりまして、そういう場におい

て、米の、今、来年度モデル事業を実施しますが、その実施状況などを踏まえ

ながら対象品目とか支援内容などを検討を進めていくというふうなことを聞い

ております。 

また、農水省がこの戸別所得補償のモデル事業を実施するに当たりまして、

ブロックとか都道府県単位の説明会を開いておりますが、その中で出てきた質
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問とか、その回答の概要をまとめたものが農水省から示されております。その

中の質問に、平成２３年度の戸別所得補償制度の本格実施の際にはどのような

作物が対象になるのかという質問に対して、こんな回答をしております。先ほ

ど委員が言われましたように、戸別所得補償制度は、恒常的にコスト割れして

いる品目を対象としていくという考えであるので、果樹とか野菜については恒

常的にコスト割れしている状況にないため、戸別所得補償制度の仕組みがその

まま適用されることはないと考えており、今後、新たな支援策を検討すると考

えております。それから、畑地帯の麦とか大豆等については、内外価格差に基

づく恒常的なコスト割れがあるので、現行の経営所得安定対策も踏まえて、平

成２３年度からの導入に向けて制度設計を行っていくと。畜産、酪農について

は、現行の畜産経営安定対策を踏まえ、所得補償のあり方や導入時期を検討す

ることとしているという回答が示されております。 

いずれにいたしましても、本県農業の基幹作物である果樹等、米以外のもの

については、これから検討していくという段階でありまして、具体的なことは

まだ明らかにされておりませんので、県といたしましては、国の動向を注視し

て情報収集に努めていきたいと考えております。 

 

（地熱エネルギーの利用による栽培について） 

浅川委員  先般の代表質問のときの、山梨のニューディール計画についての質問の中で、

地熱の質問をさせていただきました。その中で、知事は、検討材料にしていく

と答えられたんですが、実は、私は、森林環境の答えじゃなくて農政のほうの

現場を見たものですから、答えが欲しかったわけですが、ハウス等で今後、た

またま竜王でこのヒートポンプを使ったトマト栽培をしているものですから、

それしか頭になかったから、今、調べたら森林環境部だったということでござ

いますので、ぜひハウス等々の活用の中で、今後、農政部のほうでも森林環境

部と話をしながら、導入について前向きに取り組んでいただきたいと思います

が。 

 

赤池農業技術課長  甲斐市のほうで地熱を利用してやっています。エネルギーの削減につきまし

ては、太陽光を使ったり、風力を使ったりと。そのひとつとして地熱を、井戸

を掘って、井戸水が一定の温度であるのを利用して、ハウスでトマトを試験栽

培しているところでございますので、総合技術センターの研究員も一緒に研究

しているところでございまして、それがうまくいくようであればいろんなハウ

スにも使えるし、建物等にも。問題は、要するに経費の問題でして、井戸を掘

る経費が、今のところは土質によって非常に値段が違うものですから、その経

費が安くできるようであれば、これはコスト的にペイできるということになり

ますが、その辺の課題があると思います。 

 

 

その他 

 ・ 委員会報告書の作成及び委員長報告、並びに調査報告書の作成及び調査報告については、

委員長に一任した。 

・ 閉会中もなお継続して調査を要する事件について配付資料のとおり決定した。 

 

 

以 上 

 

 

農政商工観光委員長 鈴木 幹夫 


